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新規制基準適合性審査に関する事業者ヒアリング（70）（平成 26年 9月 22日） 
1. 指摘事項 
内閣府にて発表した日本海側の津波評価結果を反映させること。 

 
2. 回答 
基準津波の策定にあたって，国土交通省・内閣府・文部科学省による「日本海

における大規模地震に関する調査検討会 報告書（平成 26年 9月）」の結果を反
映したモデルで数値シミュレーションを実施し，当社基準津波を下回ることの

確認している。確認結果を添付資料 1（2015年 12月 11日審査会合資料 p.114
～p.117抜粋）に示す。 
確率論的津波ハザードにおいては，海域の活断層や日本海東縁部の地震につ

いて，連動を考慮した評価を実施しており，報告書に示されている規模の断層及

び断層の連動は，その中に包含されている。（添付資料 2：2016年 1月 29日審
査会合資料 p.34,38,40,42,43,44抜粋） 
 
 
 
 
 
新規制基準適合性審査に関する事業者ヒアリング（70）（平成 26年 9月 22日） 
1. 指摘事項 
波源別の寄与度を説明すること。 

 
2. 回答 
基準津波策定位置における津波ハザード曲線の波源別の寄与度について，添

付資料 3（2016年 1月 29日審査会合資料 p.60抜粋）に示す。寄与度としては，
基準津波の波源となっている日本海東縁部並びに確率論的津波ハザード評価で

考慮している想定Ｄ断層が高い。 
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新規制基準適合性審査に関する事業者ヒアリング（70）（平成 26年 9月 22日） 
1. 指摘事項 
浸水経路を網羅的に考慮して浸水評価すること。 

 
2. 回答 
建屋の浸水口高さについては敷地地盤高さが 12mであることから，敷地地盤
高さ以下で浸水する海水取水口からの浸水経路（T/B地下 1階マンホール
（T.P.+3.5m））を確認し，PWDにおいても T/Bにおける溢水伝播経路の調査
を重点的に実施した。 
また今回の津波 PRA評価は津波対策実施前の評価であることから，定性的
評価（建屋外郭の開口部（貫通部）から津波が流入した場合には，同一建屋の

同一フロア全体が同時に浸水するものとして評価）でもプラントへの影響は同

定・評価できることから，詳細な溢水伝播評価は不要とした。 
 
 
 
 
 
 
新規制基準適合性審査に関する事業者ヒアリング（72）（平成 26年 9月 25日） 
1. 指摘事項 

E-LOCA時の PCV健全性に関わる解析を検討すること。 
 
2. 回答 
大破断 LOCAを超える規模の損傷に伴う冷却材喪失が生じた場合について，
添付資料 4 に示す通り，原子炉への注水に期待する注入ライン以外の全てのラ
インで配管破断が生じることを想定し，最も少ない注入ラインで炉心損傷防止

又は格納容器破損防止を達成可能な条件を調査した。 
その結果，著しい炉心損傷の防止を達成するには高圧炉心注水系 2 系列，格
納容器破損防止を達成するには高圧炉心注水系 1系列が必要なことを確認した。 
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新規制基準適合性審査に関する事業者ヒアリング（72）（平成 26年 9月 25日） 
第 250回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（平成 27年 7月 16
日） 
1. 指摘事項 
・建屋破損を定量的に説明が可能か検討すること。 
・地震特有の事故シーケンスの検討について定量的な説明の可否について検討

を行うこと。 
 
2. 回答 
①地震 PRA特有の事故シーケンスの現状の扱い 
地震 PRAでは，以下の(1)～(5)に示す地震特有の事故シーケンスが抽出されて
いる。これらについては，プラントへの影響に不確かさが大きく，具体的なシー

ケンスを特定することが困難なことから，炉心損傷直結事象として整理してい

る。 
(1) Excessive LOCA 
(2) 計測・制御系喪失 
(3) 格納容器バイパス 
(4) 格納容器・圧力容器損傷 
(5) 原子炉建屋損傷 
一方，これらの事故シーケンスグループについては，事象発生後のプラントへ

の影響をより詳細に分析することで，炉心損傷を回避できる場合も抽出される

と考えられることから，評価を詳細化することで，(1)～(5)の各事故シーケンス
グループの炉心損傷頻度は現在の値よりも低下すると推定される。 
本評価では，(1)～(5)の各事故シーケンスグループの評価を詳細化した場合の
炉心損傷頻度の変化及び全炉心損傷頻度への寄与割合の変化について，定量的

に確認することを目的とする。 
 
②詳細化の概要 
各事故シーケンスグループに対して実施した評価の詳細化の内容は添付資料

5に示す通りであるが，今回の詳細化では，これまで整備してきたアクシデント
マネジメント策や福島第一原子力発電所事故以降に実施した各種対策等による

炉心損傷防止には期待していないことから，添付資料 5 のうち，考慮したモデ
ル及び考慮しないモデルを以下に示す。 

(1) Excessive LOCA 
・添付資料 5の 2.4のモデルを考慮する。但し，表 5に示す，格納容器ベン
トを用いた除熱については考慮しない。 

(2) 計測・制御系喪失 
・添付資料 5の 2.5及び 2.6のモデルを考慮する。 
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(3) 格納容器バイパス 
・添付資料 5の 2.9のモデルを考慮する。添付資料 5の 2.9.1及び 2.9.2で
は，格納容器バイパス発生後，短時間の HPCF による原子炉注水には期
待できるものの，その後の格納容器バイパスに伴う原子炉建屋内への冷却

材の流出・伝播により，原子炉建屋最地下階の低圧注水系や残留熱除去系

格納容器スプレイモードには期待できないものとし，MUWCによる原子
炉注水及び格納容器ベントを用いた除熱をモデル化しているが，これにつ

いては考慮しない。 
(4) 格納容器・圧力容器損傷 
・添付資料 5の 2.3のモデルを考慮する。 

(5) 原子炉建屋損傷 
・添付資料 5の 2.1のモデルを考慮する。但し，評価上の仮定に示す，消防
車を用いたシナリオ①については考慮しない。 
・添付資料 5の 2.2のモデルを考慮する。 

(6) その他 
・添付資料 5の 2.7，2.8，2.10～2.17のモデルは考慮しない。 

 
③炉心損傷頻度の変化及び全炉心損傷頻度への寄与割合の変化 
②のモデルを考慮した結果，地震特有の事故シーケンスの炉心損傷頻度は表 1
の通りに変化した。また，これらの事故シーケンスグループの炉心損傷頻度の合

計は，7.3×10-7/炉年であり，全炉心損傷頻度の 2.4×10-4/炉年の 0.3%となった。 
以上の通り，地震特有の事故シーケンスについては，事象発生後のプラントへ

の影響をより詳細に分析することで，実際には炉心損傷に至らない場合が確認

され，その炉心損傷頻度は低下する傾向にあることを確認した。 
 

表 1 炉心損傷直結シナリオの頻度比較 
炉心損傷シーケンス ベースケース 詳細評価 

RBR 3.8E-6 6.5E-8 
PCVR 8.9E-7 3.0E-8 

BYPASS 1.2E-7  2.6E-7* 
CI 6.9E-8  1.6E-7* 

LOCA 8.2E-7 2.1E-7 
合計 5.7E-6 7.3E-7 

* 詳細評価によりヘディングの条件付失敗確率は減少する
ものの，前段のヘディングの成功確率が増加したことに

より炉心損傷頻度が増加 
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第 142回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（平成 26年 9月 30
日） 
1. 指摘事項 
津波の発生源に関して、海底地滑りとの重畳について説明すること。 

 
2. 回答 
確率論的津波ハザード評価にあたっては，「基準津波及び耐津波設計方針に

係る審査ガイド(2013)」，「日本原子力学会(2012)：原子力発電所に対する津波を
起因とした確率論的リスク評価に関する実施基準」，「土木学会(2011)：確率論
的津波ハザード解析の方法」に基づき，地震による津波を対象とし評価を実施

している。なお，基準津波の策定にあたっては，「基準津波及び耐津波設計方

針に係る審査ガイド(2013)」に基づき，地震による津波と海底地すべりによる
津波の組み合わせの影響を数値シミュレーションにより検討している。検討結

果を添付資料 6（2015年 12月 11日審査会合資料 p.56, 86, 94抜粋）に示す。 
 
 
 
 
 
第 142回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（平成 26年 9月 30
日） 
1. 指摘事項 
津波に伴う砂の堆積が海水の取水性へ与える影響について，定量的に説明す

ること。 
 
2. 回答 
基準津波の策定にあたって，海底砂移動の影響を数値シミュレーションによ

り検討している。検討結果を添付資料 7（2015年 12月 11日審査会合資料
p.128～p.136抜粋）に示す。６，７号炉取水口前面の最高堆積厚さは約 0.6mで
あり，取水路の高さ（5m程度）に対して十分小さく，取水への影響はない。 
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添付資料1
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添付資料2
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大破断 LOCAを超える規模の LOCAが発生した場合の ECCS注水機能による 
炉心損傷防止の成立性及び原子炉格納容器の健全性 

 
地震 PRAでは，地震に伴って LOCAが発生するシーケンスが抽出されており，これを保
守的に ECCS 性能を上回る冷却材の流出を生じる LOCA(Excessive-LOCA)として整理し
ている。1 
事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンスの選定において示したとおり，大破断

LOCAに ECCS注水機能の喪失が重畳する場合，国内外の先進的な対策を考慮しても炉心
損傷を防止できない。このため，重大事故等対策の有効性評価における重大事故の評価項目

「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)」において，格納容器破損防
止対策の有効性を評価している。 
大破断 LOCA を超える規模の LOCA2に ECCS 注水機能の喪失が重畳する場合について
は，大破断 LOCA の場合と同様に，国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷を防止で
きないと整理できるが，大破断 LOCAを超える規模の LOCAに対し，注入ラインでの破断
が生じていない ECCSでの原子炉注水に期待する場合については，大破断 LOCAを超える
規模の LOCA であっても炉心損傷を防止できる可能性があるものと考えられる。また，大
破断 LOCA の場合と同様に格納容器破損防止を図ることができるかについては，破断口の
大きさが格納容器圧力・温度に与える影響に着目して評価する必要がある。 
ここでは，炉心損傷防止及び格納容器破損防止が可能な LOCAの規模を評価する。 

 
1. 評価内容 
(1) 炉心損傷防止 
炉心損傷を防止可能な LOCA の規模を確認する観点から，原子炉圧力容器に接続される
配管及び機器を対象とし，原子炉圧力容器に注水可能な配管が最も少なく，かつ，他の全て

の配管において破断が生じ，原子炉圧力容器に接続される機器に原子炉冷却材の漏洩を伴

う損傷が生じた場合を仮定し，炉心損傷を防止可能な条件を確認した。 
評価条件を表 1に，評価結果を表 2に示す。評価の結果，高圧炉心注水系(以下，「HPCF」
という。)1系列(注水量 727m3/h(0.69MPa[dif]において))で注水する場合及び残留熱除去系
(低圧注水モード)(以下，「LPFL」という。)1系列(注水量 954m3/h(0.27MPa[dif]において))
で注水する場合は，燃料被覆管最高温度が 1200℃を超え，炉心損傷に至る結果となったが，
HPCF2系列で注水する場合，HPCF1系列と LPFL1系列で注水する場合，LPFL2系列で
注水する場合には，原子炉圧力容器に繋がる他の全ての配管が破断し，原子炉圧力容器に接

                                                   
1  実際には，大規模な地震において LOCAが発生した場合であっても，破断の規模や使用可能な緩和設備
の状況によっては，炉心損傷を防止できる可能性も考えられるが，原子炉冷却材圧力バウンダリの損傷

の規模や緩和系に応じた事象収束の評価が困難なため，保守的に Excessive LOCA相当の LOCAが発生
するものとし，炉心損傷に直結する事象として抽出している。 

2  ECCSによる炉心損傷防止に期待できない Excessive LOCAと設計基準事故において任意の 1個所で
生じるものとしている大破断 LOCAの間の規模の LOCA。複数本の配管破断等を考慮。 

添付資料 4 
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続される機器に原子炉冷却材の漏洩を伴う損傷が生じていても，燃料被覆管最高温度が

1200℃を超えることはなく，炉心の著しい損傷を防止できることを確認した。HPCF2系列
で注水した場合(炉心の著しい損傷の防止に成功する場合)の評価結果を図 1に，HPCF1系
列と LPFL1系列で注水した場合(炉心の著しい損傷の防止に成功する場合)の評価結果を図
2 に，LPFL2 系列で注水した場合(炉心の著しい損傷の防止に成功する場合)の評価結果を
図 3に示す。 
但し，HPCF2系列で注水した場合及び LPFL2系列で注水した場合に炉心損傷防止が可
能な条件は，評価上，制御棒駆動機構の損傷割合については約 75%(153本程度)までとなっ
た。 
しかしながら，大規模な地震による荷重を受けた場合の制御棒駆動機構への荷重の加わ

り方は制御棒駆動機構の接続位置によって異なり，全ての制御棒駆動機構が等しく損傷す

るとは考えにくい3と工学的に判断し，柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉の地震 PRA
のモデルでは，制御棒駆動機構及び原子炉冷却材再循環ポンプが損傷し，注水可能な HPCF
及び LPFL のうちいずれかの 2 系列を除く全ての配管で破断が生じていても炉心損傷を防
止できるものとして，大破断 LOCAを超える規模の LOCAの成功基準を設定した。 
評価の結果，HPCF2系列を除く全ての配管で破断が生じ，原子炉圧力容器に接続される
機器に原子炉冷却材の漏洩を伴う損傷が生じた場合であっても，HPCF2系列で原子炉に注
水することにより，炉心損傷を防止できることを確認した。 
なお，原子炉圧力容器に接続される系統及び機器について，地震に対する相対的な大小関

係を確認するため，その HCLPF(低い損傷確率(5%損傷確率)であることが高い信頼度(95%
信頼度)で推定できる地震加速度)を比較した。各系統及び機器の HCLPFを表 3及び表 4に
示す。地震動を受けた際，必ず HCLPF の低いものから損傷するものではないが，仮に
HCLPF の低いものから損傷するとした場合，表 3 に示す 6 号炉では，残留熱除去系配管
(残留熱除去系及び LPFL)の HCLPFが比較的高いことから，地震によって原子炉圧力容器
に接続される系統及び機器の多くから原子炉冷却材の流出が生じる場合おいて，残留熱除

去系が機能を維持し，LPFL2系列で注水する状況が想定し得る。一方，表 4に示す 7号炉
では原子炉注水に寄与する系統が先に機能を喪失することから，表 2 の評価結果で示した
HPCF及び LPFLのうちいずれかの 2系列が機能を維持し，他の殆どの箇所から原子炉冷
却材の流出が生じる状況は想定し難いと考えられる。このため，7号炉では制御棒駆動機構
及び原子炉冷却材再循環ポンプの損傷に伴う原子炉冷却材の流出を考慮することの必要性

                                                   
3  例えば，原子炉圧力容器底部の接続位置から機器の下端までが長い，原子炉圧力容器外周部の制御棒駆
動機構と，原子炉圧力容器底部の接続位置から機器の下端までが短い，原子炉圧力容器中心部の制御棒

駆動機構(図 5参照)では，接続位置から制御棒駆動機構の下端までの長さによって固有振動数が異なり，
また，同じ地震動を受けた際に加わるモーメントも異なることから，地震により全ての制御棒駆動機構

が等しく損傷する状況は考えにくい。接続位置から制御棒駆動機構の下端までの長さに着目し，固有振

動数や同じ地震動を受けた際に加わるモーメントが同等となる制御棒駆動機構の数を考えると，最外周

及びその近傍の制御棒駆動機構に着目する場合にその数が多くなる。この場合の制御棒駆動機構の数が

全体の約 40%にあたる 80 本程度であることを踏まえると，制御棒駆動機構が損傷する場合に，同時に
損傷するとみなす割合としては約 40%と整理することも考えられる。 
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は小さく，配管の破断のみを考慮するとしても問題無いものと考えられる。 
 
(2) 格納容器破損防止 
格納容器破損を防止可能な LOCA の規模を確認する観点から，原子炉圧力容器に注水可
能な配管が最も少なく，かつ，他の全ての配管において破断が生じた場合を仮定し，格納容

器破損を防止可能な条件を確認した。対象箇所の考え方は(1)の炉心損傷防止と同じである。 
評価条件を表 5に，評価結果を図 4に示す。評価の結果，LOCA後に格納容器圧力の急
激な上昇が生じるものの，HPCF1系列を除いた全ての配管が破断しても格納容器圧力は限
界圧力(0.62MPa[gage])を上回らないことを確認した。 
この後の対応として，HPCF1系列による原子炉注水に期待できる場合には，HPCF1系
列によって炉心を再冠水するとともに，低圧代替注水系（常設）を用いて原子炉格納容器内

にスプレイを実施することで，原子炉格納容器の過圧破損を防止できる。また，HPCF1系
列(HPCF ポンプ)による原子炉注水に期待できない場合には，HPCF のラインから低圧代
替注水系（常設）を用いて原子炉に注水する対応が考えられるが，原子炉圧力容器の底部か

らの原子炉冷却材の流出により，炉心を再冠水することができず，原子炉格納容器は過温破

損に至る。 
評価の結果，HPCF1系列を除く全ての配管で破断が生じた場合であっても，HPCF1系
列で原子炉に注水し，代替格納容器スプレイ冷却系で原子炉格納容器の除熱を実施するこ

とにより，格納容器破損を防止できることを確認した。 
 

以 上 
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表 3 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器のフラジリティ(6号炉) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 4 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器のフラジリティ(7号炉) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

機器名 HCLPF 

原子炉冷却材浄化系配管 2.96 

残留熱除去系配管(残留熱除去系及び LPFL) 1.84 

主蒸気配管 1.81 

制御棒駆動機構ハウジング貫通孔 1.80 

原子炉冷却材再循環ポンプ(RIP)モータケーシング 1.55 

原子炉冷却材再循環ポンプ貫通孔 1.38 

給水系配管 1.12 

HPCF配管 1.10 

機器名 HCLPF 

制御棒駆動機構ハウジング貫通孔 2.88 

原子炉冷却材再循環ポンプ貫通孔 2.74 

原子炉冷却材浄化系配管 1.62 

原子炉冷却材再循環ポンプ(RIP)モータケーシング 1.60 

給水系配管 1.50 

HPCF配管 1.44 

主蒸気配管 1.22 

残留熱除去系配管(残留熱除去系及び LPFL) 1.15 
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a. 原子炉圧力の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

b. 原子炉水位(シュラウド内水位)の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

c. 燃料被覆管最高温度の推移(PCT発生位置) 
 

図 1 主要評価結果(炉心損傷防止, HPCF2系列による原子炉注水時) 
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a. 原子炉圧力の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

b. 原子炉水位(シュラウド内水位)の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

c. 燃料被覆管最高温度の推移(PCT発生位置) 
 

図 2 主要評価結果(炉心損傷防止, HPCF1系列と LPFL1系列による原子炉注水時) 
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a. 原子炉圧力の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

b. 原子炉水位(シュラウド内水位)の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

c. 燃料被覆管最高温度の推移(PCT発生位置) 
 

図 3 主要評価結果(炉心損傷防止, LPFL2系列による原子炉注水時) 
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1) 格納容器圧力の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2) 格納容器温度の推移 
 

a. 事象発生から 16時間後までの各パラメータの推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

b. 事象発生から 3分後までの格納容器圧力の推移 
 

図 4 主要評価結果(格納容器破損防止, HPCF1系列による原子炉注水時) 
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図 5 原子炉圧力容器下部における制御棒駆動機構(CRD)ハウジングの接続状況 
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別紙 
 

原子炉圧力容器下部の原子炉冷却材流出箇所の想定 
 
設計基準事故や重大事故の評価では，目的に照らして最も厳しい配管の両端破断を想定

し，原子炉冷却材喪失事故(LOCA)後の事象進展を評価している。 
大破断 LOCAを超える規模の LOCAを考える場合，上記の事故評価で想定する箇所に加
え，あらゆる箇所からの原子炉冷却材の漏洩を想定する。原子炉圧力容器から原子炉冷却材

の流出が生じる場合，配管の破断や漏洩による流出のほか，原子炉圧力容器に接続されてい

る機器の損傷に伴う流出が考えられる。 
柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉における，重大事故等対処設備(各種アクシデント
マネジメント策)を考慮した場合の地震 PRA(状態 E)では，大破断 LOCA を超える規模の
LOCA について，以下の観点で流出箇所及び破断口面積を設定し，事象進展解析を行うこ
とでその成功基準を設定している。 
 
・配管 
原子炉圧力容器への注水に用いる配管を除いて全て両端破断するものとした。 
・原子炉圧力容器に接続されている機器 
原子炉冷却材再循環ポンプ及び制御棒駆動機構について，大規模地震による荷重を

受けた場合に損傷し，原子炉冷却材の流出に繋がると考えられる最弱部位を選定し，

損傷の際に生じると考えられる原子炉冷却材の流出量を設定した。 
 
配管について想定する流出箇所及び流出口径は表 1の通りである。 
原子炉圧力容器に接続されている機器については，別紙図 1 の流れで流出箇所及び破断
口面積を設定した。対象とする機器としては，別紙図 2の通り，原子炉冷却材再循環ポンプ
及び制御棒駆動機構が抽出された。次に，原子炉冷却材再循環ポンプ及び制御棒駆動機構の

流出箇所として，それぞれ地震 PRA のフラジリティ評価において選定している部分(最弱
部位)を設定し，原子炉冷却材再循環ポンプについてはモータケーシング及びモータケーシ
ング付け根部，制御棒駆動機構については CRDハウジングとスタブチューブの溶接部とし
た。原子炉冷却材再循環ポンプの流出口面積は，別紙図 3 の通り 1 台当たり 7.2cm2とし，

制御棒駆動機構の流出口面積は，別紙図 4の通り 1台当たり 0.6cm2とした。原子炉圧力容

器に接続されている機器についての流出口面積の設定結果を別紙表 1に示す。 
 

以 上 
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別紙表 1 配管以外の流出想定箇所と破断口面積 

抽出した機器 
地震 PRAにお
けるフラジリテ

ィ評価対象 
流出口面積の評価部位※ 流出口径 備考 

原子炉冷却材 
再循環ポンプ 

RIP モータケー
シング 

RIPモータケーシング 
(モータカバー，冷却配管等
が損傷し，モータケーシング

の付け根から流出するモー

ドを想定) 

約 7.2cm2 10台分で約 72cm2 

直径約 9.6cm相当 

RIP ハウジング
貫通孔 モータケーシングの付け根 約 1.6cm2 

モータケーシングと同

時破損の場合，流出経路

が重複するため，破断口

径としてはモータケー

シング分のみ考慮。 

制御棒駆動機構 CRD ハウジン
グ貫通孔 

CRD ハウジングとスタブチ
ューブの溶接部 約 0.6cm2 205本で約 123cm2 

直径約 12.5cm相当 
※ 地震 PRAにおけるフラジリティ評価対象が地震によって損傷する場合に，冷却材流出
に繋がる損傷箇所として考えられる部位 

 

別紙図 1 配管以外の流出箇所の破断口面積の設定フロー 

①配管以外で原子炉圧力容器に接続されており，損傷

によって原子炉冷却材の流出が生じ得る機器の抽出 

②流出箇所の設定(地震 PRA のフラジリティ評価にお
いて選定している部分(最弱部位)を設定) 

③設定した流出箇所の破断口面積の設定 
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地震 PRA炉心損傷直結シナリオ等の現実的な評価について 
 
1. はじめに 
評価ポイント（E）の地震 PRA（第 249回，第 250回審査会合資料）では，炉心損傷直
結シナリオ（RBR等）の全 CDFに対する寄与が大きい。これらは保守的な仮定をおいてい
るために CDFが大きく評価されている面があり，評価ポイント（E）ではそれらが支配的
となっている。評価ポイント（E）のリスクの分布をより現実的な評価に近づけるため，ベ
ースケース評価において炉心損傷頻度に対して寄与が大きいシナリオについて，より現実

的な損傷シナリオを考慮した評価を実施した。評価結果について表 1 及び図 2 に示す。な
お，同種設備の相関性については完全相関とした評価（ベースケース通り）と，完全独立と

した評価の 2通りを実施した。 
今回の現実的な地震時の挙動を想定した地震 PRA評価においては，以下の議論を参考と
して，柏崎刈羽原子力発電所 7 号機の非管理放出の頻度について確認することとした。ま
た，以下の議論における頻度の関係の概念図を図 1に示す。 
・発電用原子炉の安全目標について原子力規制委員会で「事故時の Cs137 の放出量が

100TBq を超えるような事故の発生頻度は，100 万炉年に 1 回程度を超えないように抑
制されるべきである（テロ等によるものを除く）」（平成 25 年度 第 2 回原子力規制委
員会資料（平成 25年 4月 10日））が議論されている。 
・また，当該安全目標の議論の基礎として，旧原子力安全委員会安全目標専門部会における

検討があり，その中では発電炉の性能目標の定量的な指標値として，炉心損傷頻度 10-4／

年程度，格納容器機能喪失頻度 10-5／年程度が定義されている。 
 
なお，地震 PRA については，内的事象 PRA と比較して，評価の実績からくる技術の成
熟度等に差があり，今回の評価についても一部簡易的なモデルとしていることから，今後も

最新の知見を適宜 PRAのモデルに反映し，リスクをより適切に把握出来るように継続して
努めていく。 
 
  

添付資料5  
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表 1 評価ポイント E評価結果（K7） 

 

 
図 1 目標値イメージ図（参考） 

 

 
図 2 評価ポイント E評価結果（K7）  

完全相関 完全独立
RBR 3.8E-06 6.5E-08 6.5E-08
TW 1.2E-06 7.8E-08 5.3E-08
TB 1.1E-06 2.6E-06 2.3E-06
PCVR 8.9E-07 3.0E-08 3.0E-08
LOCA 8.2E-07 2.3E-07 3.3E-07
TBU 3.7E-07 1.4E-06 1.4E-06
TC 3.6E-07 3.6E-13 3.6E-13
BYPASS 1.2E-07 8.3E-08 3.9E-08
CI 6.9E-08 1.9E-07 1.8E-07
TBD 6.0E-08 2.7E-07 2.6E-07
TQUX 2.3E-08 2.6E-08 2.5E-08
TBP 2.0E-08 4.7E-08 4.7E-08
TQUV 9.5E-09 8.7E-09 1.0E-08
LOCA2 0.0E+00 2.4E-08 6.9E-08
BYPASS2 0.0E+00 1.0E-09 9.4E-10

合計 8.9E-06 5.0E-06 4.8E-06
非管理放出
合計*

6.5E-06 4.4E-07 3.6E-07

詳細評価ケース
（今回実施）

炉心損傷�
シーケンス

ベースケース
(（第249回，第250回
審査会合資料）)

*炉心損傷に留まらず格納容器破損まで至る炉心損傷シーケンスを非管理
放出として分類(格納容器ベント成功シーケンスは含まない)。具体的に
は，RBR, TW, PCVR, TC, BYPASS, CIを分類。

炉心損傷 管理放出
非管理
放出

10-5頻度（／年）

放出量（Cs137）
100TBq

10-4 10-6

炉心損傷頻度 格納容器隔離機能
喪失頻度

管理放出機能
喪失頻度
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2. 評価内容 
2.1. 原子炉建屋基礎地盤（RBR） 
ベースケース評価では地震 PSA学会標準に従って，原子炉建屋基礎地盤の安定性につい
てすべり安全率を指標としたフラジリティ評価を行っている。しかし，原子炉建屋が設置さ

れている平坦な敷地に対して，すべり破壊が起きるということは現実的には考えにくい。そ

のため，平坦な基礎地盤の安定性評価で一般的に採用されている地盤変形量を指標とした

評価を基にフラジリティを設定し，事故シーケンス評価を実施した。 
評価上の仮定 
基礎地盤変形が起きた場合に起こり得るシナリオは，①建屋間に生じる相対変位によ

る建屋間貫通配管の損傷，及び②建屋傾斜による建屋内機器の機能喪失である。 
①については，建屋間配管がすべて破断した場合においても RCIC により注水が可能
であることから，以下のシナリオをモデル化する。 
建屋間配管破断1 ⇒ RCICによる原子炉注水（S/P水源） ⇒ 8時間以内の原子炉
減圧 ⇒ 消防車による原子炉注水継続 ⇒ 格納容器ベントによる格納容器除熱 
建屋間配管のフラジリティについては，設計基準地震動時の建屋間（R/B-T/B）の相対
変位が約 1.2cmであるのに対し，RCW配管の建屋貫通部には約 10cmの十分なクリアラ
ンスがあることから，設計基準地震動を HCLPFとし，不確実さについてはβcとして保
守的に 0.1を適用する（後述）。 
②については，地震動 2138gal に対して建屋内機器が健全である（傾斜により機能喪
失しない）ことが確認されている。更に 2138galで発生しうる建屋傾斜（K7R/B残留傾
斜 1/2800）の 10倍程度の傾斜が発生した場合も，機器支持構造物，制御棒挿入性への影
響，動的機能維持への影響といった観点で安全系設備に対する影響は考えにくい。ただし，

傾斜による，水位計の誤差等に起因する ECCS の動作タイミングへの影響や，地絡方向
継電器への悪影響等の発生の可能性が否定できないことから，地盤傾斜による悪影響の

フラジリティとして，2138galを HCLPFとし，不確実さについてはβcとして保守的に
0.1を適用（後述）し，また地盤傾斜による悪影響の発生の際にはバックアップ操作に期
待し，その失敗確率 2.5E-1（THERPの極限的なストレス状況での操作に適用される値）
をモデル化する。 
上記の，新たにモデル化するフラジリティに関する不確実さについては，設定の手法が

確立していないことから，ベースケース評価に用いている機器等の既存のフラジリティ

結果（βc最小：0.16）を参考に，βcとして保守的に 0.1を与える。 
 

  

                                                   
1 外部電源の有無は，評価結果に有意な影響を及ぼさないことから，保守的に外部電源喪
失が発生しているものとしてモデル化。 
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2.2. 原子炉建屋（RBR） 
原子炉建屋については，外壁部及び RCCV部の中央で分割した 9つの領域においてフラ
ジリティ評価を実施し，格納容器（シェル壁）周りは，スクリーニング可能な値であったこ

とから，一部の区画が機能喪失しても位置的分散が図られた何らかの注水手段により緩和

できるものとして炉心損傷直結事象としては除外する。ただし一部の区画が機能喪失した

場合の代表シナリオについてはモデル化し，建屋の最弱部位（Am:3037gal，βr: 0.25，β
u: 0.15）が損傷後に保守的に RCIC のみにしか期待できないシナリオを評価する。具体的
なシナリオは 2.1の建屋間配管が破断した際のシナリオと同様となる。 
 
2.3. 格納容器内構造物（PCVR） 
格納容器内構造物のうち，RPVペデスタル，ダイヤフラムフロア，原子炉遮へい壁およ
び原子炉圧力容器スタビライザ等原子炉圧力容器支持構造物については各設備の損傷をも

って炉心損傷直結としているが，実際には支持構造物全体としてその機能を喪失して初め

て原子炉圧力容器の支持性能の喪失に至ると考えられる（図 3）。 

図 3 原子炉圧力容器支持構造物概要図 
 
支持構造物全体としての機能喪失を確認するには RPV，RPVペデスタル，原子炉遮へい
壁および原子炉圧力容器スタビライザ等を連成させた詳細なモデル化を実施し，壊れてい

くことを模擬しながら地震応答解析を実施する必要があるが，実施は極めて困難である。 

補足1-31



 

また，フラジリティは地震により損傷する実力を評価すべきだが，決定論的評価には保守

性が存在し，設備毎にフラジリティ評価に反映している保守性の吐き出し度合いが異なっ

ている（表 2）。弾性範囲を超えた変形は設計引張強さの採用や塑性エネルギ吸収効果の
考慮等限界値による評価であり，地震の交番性は決定論的評価で地震荷重を交番荷重では

なく単調荷重として扱っている保守性であり，実力値はミルシート値やコンクリート実強

度等の採用であり，全体連成は上述の支持構造物全体を連成させた地震応答解析である。 
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保守性の影響を確認するべく，表 2の中で HCLPFが最も小さい RPVペデスタル（円筒
部・リブ）について交番荷重の試検討を行った。保守性の吐き出し度合いからすると HCLPF
が同じである RPVペデスタル（アンカ部）について試検討すべきだが，評価の高度化に際
して参照したものは既往の知見であり新たな検討を加えることができないことから，RPV
ペデスタル（円筒部・リブ）について試検討を行った。 
 
〇RPVペデスタル（円筒部・リブ）についての試検討 
  RPVおよび RPVペデスタルを簡易的にモデル化し，単調荷重により設計引張強さに
到達した時の加速度と交番荷重により設計引張強さに到達した時の加速度を比較したと

ころ，交番荷重の加速度は単調荷重の加速度の約 1.7倍となった。 
 
 解析モデル 
  モデル化範囲は，RPVペデスタル，RPV，原子炉遮へい壁及び RPVスタビライザと
した（図 4）。RPVペデスタルはシェル要素で，RPV及び原子炉遮へい壁は梁要素で，
RPVと遮へい壁を拘束する RPVスタビライザはばね要素でモデル化した。ただし，
RPVペデスタルの充填コンクリートは質量を考慮し，剛性は考慮していない。また，ダ
イヤフラムフロアや燃料交換ベローズによる建屋との結合も考慮していない。 

 
 

図 4 解析モデル 
 応力－ひずみ特性 
  RPVペデスタル鋼材部（SPV490）の応力－ひずみ関係は設計降伏点以降の接線係数を
設計引張強さで JIS最小伸びとなる傾きとした（表 3，図 5）。 
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表 3 ペデスタル鋼材部の物性値 

部材 材質 
温度 
[℃] 
ヤング率 

E [N/mm2] 
設計降伏点 
Sy [MPa] 

設計引張強さ 
Su [MPa] 

許容応力

[MPa] 
JIS最小
伸び[%] 

ペデスタル

鋼材部 
SPV490 100 191000 460 562 393 19 

 
図 5 SPV490の応力－ひずみ関係 

 
 単調荷重による解析結果 
  弾塑性静的解析により水平力を漸増載荷してひずみが JIS最小伸び（19%ひずみ）に達
した時の加速度は 4.69Gとなった。（図 6） 

 

 
図 6 19％ひずみ到達時 ひずみ分布 
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 交番荷重による解析結果 
基準地震動 Ssの加速度振幅を係数倍した入力に対する弾塑性動的解析を実施した。振
幅倍率を大きくしていくと最大ひずみが 11.0倍で 18.2%，11.5倍で 19.1%となった（表
4，図 7，8）。Ssの 11.0倍の加速度は 8.29Gであり，単調荷重による解析結果の約 1.7
倍となった。 

 
表 4 各振幅倍率に対する最大ひずみ 

 
 
 

 

 
 

 
図 7 振幅倍率 11.0倍 最大ひずみ時 ひずみ分布 

 

振幅倍率 最大ひずみ[%] 
5.0倍 5.1 
8.0倍 14.0 
10.0倍 16.8 
11.0倍 18.2 
11.5倍 19.1 
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図 8 振幅倍率 11.5倍 最大ひずみ時 ひずみ分布 

 
 
 
 
 
 今回の試検討結果を反映すると RPVペデスタルの HCLPFは 2Gを超える結果とな
り，実力値の考慮や支持構造物全体を連成させた詳細解析が可能となればさらなる向上が

見込めると考えられる。また，元々RPVペデスタルよりも大きな HCLPFである RPVス
タビライザ，ダイヤフラムフロアおよび原子炉遮へい壁についても保守性の検討を行うこ

とにより同等以上の向上が見込めると考えられる。 
 
以上より，格納容器内構造物については最弱部位が損傷したとしても炉心損傷直結シナ

リオとはならず，損傷した場合にも炉心損傷防止の対策が有効と考えられる。格納容器内

構造物損傷後のシナリオ展開の解析には課題が多いものの，上記の通り，HCLPFが 2G
を超えることから，炉心損傷頻度への影響は小さいものと考えられる。（表 1より，他に
炉心損傷直結シナリオとしてモデル化している HCLPFが同程度の機器（例：直流 125V
主母線盤（HCLPF: 2.12G）の CDF寄与が 1%未満） 
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また，以下の格納容器内構造物については，ベースモデルにおいては保守的に圧力容器・

格納容器の損傷要因としてモデル化していたものの，現実的には損傷した場合も炉心損傷

直結には至らないものと考えられることから，炉心損傷直結シナリオから除外した。 
・CRDハウジングレストレントビーム 
・CRDハウジング貫通孔 
・RIP貫通孔 
・RIPモータケーシング 

 

 
※ CRDハウジング－原子炉本体基礎間を支持する構造物 

図 9 格納容器内構造物 概要図 
 
 

CRD ハウジングレストレントビーム，CRD ハウジング貫通部については損傷した場合  
には制御棒の挿入性に波及的影響を及ぼす可能性があるものの，地震により損傷に至る前

に制御棒挿入は完了している可能性が高いことからスクリーニングアウトとした（2.7節参
照）。 

RIP貫通孔，RIPモータケーシングについては，損傷した場合，冷却材喪失となる可能性
があるものの，破断面積及び損傷確率共に RHR破断 LOCAシナリオ（2.4節参照）に代表
性があることから，個別のシナリオ展開については省略する（表 1より，詳細にモデル化し
た場合の CDFへの影響は小さいと考えられる）。 
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2.4. Excessive-LOCA 
ベースモデルでは格納容器内配管すべてが完全相関であると仮定しており，最弱の RHR
配管が損傷した場合には全注水手段を同時に喪失するものとして炉心損傷直結を想定して

いる。ただし，現実的にはすべての配管が同時に機能喪失することは考えにくく，一部の配

管が健全なシナリオを考慮する必要がある。 
評価上の仮定 
ベースケースでは格納容器内の全配管を完全相関と仮定していたが，緩和系と同様の

相関の取り方（系統間の相関性を完全独立）とする。また，HPCFが健全であれば，他
の配管が全て破断したとしても炉心損傷には至らないことから，表 5のとおりの事故シ
ーケンスをモデル化する。 

 
表 5 相関性の考え方と事故シーケンス 

 
相関性 

事故シーケンス 
系統間 系統内 

ベース 
ケース 

完全相関 完全相関 最弱配管の損傷で，Excessive-LOCA 
格納容器内の全配管が完全

相関 
詳細 
評価 

完全独立 完全相関 【RHR配管損傷シーケンス】 
注水：HPCF-B,C 
除熱：格納容器ベント 
⇒モデル化対象とする。（成功基準・時間余裕

は大 LOCAと同様とする） 

(例)RHR-A,B,C は完全相関
だが，RHRと HPCFは完全
独立 
（緩和系と同様の設定） 

【HPCF配管損傷シーケンス】 
注水：LPFL-A,B,C 
除熱：RHR-A,B,C，格納容器ベント 
⇒HPCF配管については RHR配管よりも

HCLPFが大きく，また損傷した場合も期待で
きる緩和系が比較的多いことから，RHR配管
損傷シーケンスにより代表する。*1 
【RHR，HPCF配管損傷シーケンス】 
炉心損傷直結（E-LOCA） 
⇒モデル化対象とする。 
【その他の配管損傷シーケンス】 
過渡事象で期待できる緩和設備のうち RCICの
み機能喪失 
⇒期待できる緩和系が多いため，CDFへの影響
小としてスクリーニングアウト。*1 

*1 表 1より，詳細にモデル化した場合の CDFへの影響は小さいと考えられる。 
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2.5. コントロール建屋詳細評価（CI） 
計測・制御系の損傷要因としてモデル化しているコントロール建屋について，ベースケ

ース評価では炉心損傷頻度に対して寄与が低い（寄与割合 0.8%）状況であったが，2.1等
においてイベントツリー前段のヘディング（RBR等）の詳細評価を実施した結果，炉心損
傷に対する CIの寄与がベースケース評価と比較して相対的に高くなることから，コント
ロール建屋のフラジリティの向上を目的として，解析で使用するせん断に対する復元力特

性をより実情に近いものに見直した上でフラジリティ評価を実施した。 
コントロール建屋のフラジリティ評価では，地震 PSA 学会標準に準拠し,「現実的耐力と

現実的応答による方法（応答解析に基づく方法）」を採用している。ベースケースの評価

においては,応答解析で用いるせん断に対する復元力特性について,PSA 学会標準に基づく

ボックス壁の終局ひずみの中央値で終局応力となるような形状を設定していたが,今回の評

価においては JEAG4601-1991 に基づき 4.00×10-3で最大せん断応力に達する形状を設定し

た上でフラジリティを評価した（図 10参照）。JEAG4601-1991 では，4.00×10-3以降のス

ケルトンの形状は定義されていないため, 図 10 には 4.00×10-3を超える範囲の復元力特

性については記載していないが，フラジリティ評価に用いる建屋の最大応答せん断ひずみ

は下図のせん断復元力特性の範囲内に収まっている。なお,せん断に対する復元力特性以外

については,ベースケースと同一の条件を用いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 せん断復元力特性変更イメージ図 

 
2.6. 盤関連故障に対する手動バックアップ（CI） 
計測・制御系のフラジリティ評価はチャタリングを想定している。短期的なチャタリン

グについては，運転員の操作対応は不要であり原子炉の安全性に影響を与えないと考えら

れるが，保守的に継続的に誤信号が出る場合についてモデル化する。継続的な誤信号につ

いては，関連パラメータの確認（警報発生時操作手順書）等により認知可能であり，対応

操作を実施することが想定されることから，地震収束後の復旧操作に期待したモデルとし

4.00 

3 

せん断ひずみ 
（×10-3） 

せん断応力  

変更後のせん断復元力特性 

ベースケースの      
せん断復元力特性 1 

2 

  
（中央値）
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た。なお，手動バックアップの失敗確率については，THERPの極限的なストレス状況で
の操作に適用される 2.5E-1（中央値）を適用する。 
 
2.7. 制御棒挿入（TC） 
ベースケース評価ではヘディング「スクラム系」において，以下の設備の地震要因損傷

により，制御棒の挿入に失敗するものとして評価している。 
・炉内支持構造物 
・CRD 
・燃料集合体（過度の相対変位による制御棒挿入失敗を想定） 
ただし，上記で挙げた設備（炉内支持構造物，CRD，燃料集合体）については地震要因
による損傷は否定できないものの，地震発生から損傷に至るまでには時間差があると考え

られる。そのため，その間に地震加速度大（水平 120gal，鉛直 100gal）によるスクラム
信号発信及び制御棒挿入（100%挿入で 1.33秒，60%挿入で 0.85秒（ともに平成 21年定
検時スクラム検査））は余裕をもって完了している可能性が高い。例えば設計基準地震動

では P波によりスクラム信号が発信し，3～4秒程度で最大加速度に達する。また，新潟
県中越沖地震では，震源が発電所から近い場所にあり厳しい地震であったが，その場合も

最大相対変位が生じる随分前に，制御棒の挿入は完了していた（7号機）。 
また，制御棒が部分的に挿入失敗するようなケースでは，必ずしも臨界とはならない

が，地震による CRDの損傷は同種系統間で完全相関を想定しているため，1本の制御棒
でも挿入失敗した場合は保守的にスクラム失敗により炉心損傷するものとして評価してい

る。 
以上より，現実的には本事故シーケンスにより炉心損傷に至る確率が十分小さいと判断

し，スクリーニングアウトとした。 
 
2.8. 格納容器ベント損傷要因 
格納容器ベントの失敗要因としてモデル化していた以下の機器については，仮に損傷し

た場合にも炉心損傷を回避している状況であれば，格納容器除熱機能は満足されるものと

考えられる。破断箇所からの流出蒸気についてはブローアウトパネルから建屋外に排出さ

れることも考えられるものの，建屋内設備へ悪影響が及ぶことは否定できない。ただし，

流出蒸気が安全施設へ悪影響をもたらすまでには 6時間以上の余裕があるため，流出蒸気
の影響が及ばない注水手段への切り替えといった対応が可能であることから，これらの機

器の損傷についてはスクリーニングアウトとした。 
・不活性ガス系配管 
・SGTS配管 
・SGTSライン隔離弁 
また，不活性ガス系弁については，機能損傷した場合も現場操作可能であることからス

クリーニングアウトとした。 
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2.9. 格納容器バイパス 
2.9.1. 原子炉冷却材浄化系（CUW） 
ベースケース評価では，隔離弁の下流側の耐震 Bクラス設備が地震により破断（保守的
に必ず破断と想定）した後，通常時開状態である隔離弁 2個（内側，外側）が同時損傷し
た場合にバイパス破断が発生し，炉心損傷直結事象としてモデル化していた。当該隔離弁

の損傷要因としては，弁自体の損傷，及びサポート系である電源喪失による隔離機能喪失

に分けられる。 
隔離弁自体が損傷した場合は，以下のシナリオにより炉心損傷を回避し，流出蒸気が収

まった後，破断箇所の隔離等の対応により事象収束が可能であることから，バックアップ

操作に期待し，人的過誤確率（p=2.7E-1（ベースケース評価において大規模な現場操作に
適用））で代表してモデル化する。 
・TAFで水位維持（HPCF注水） 
・急速減圧 
・MUWCによる原子炉注水 
→注水時にラインナップが必要な弁が地上階にあるため，破断箇所からの流出蒸気に

より ECCSが機能喪失した後にも中央制御室から操作可能である可能性が高い。ま
た，MUWCによる原子炉注水のバックアップとして消防車による原子炉注水にも
期待できる可能性がある。 
・格納容器ベント 
→破断箇所から蒸気が出ていることから時間余裕がかなり長く，二次格納容器外から

の操作が可能。 
また，電源系が損傷した場合については，弁の駆動電源のケーブルを健全なMCCに接
続する等の対応が可能であることから，バックアップ操作に期待し，人的過誤（失敗確率

は THERPの極限的なストレス状況での操作に適用される 2.5E-1を採用）をモデル化す
る（2.6参照）。 
 
2.9.2. 給水系配管及び主蒸気系配管 
気相ラインである給水系配管及び主蒸気系配管からの格納容器バイパスが発生した場合

も，HPCF等により炉心に注水が成功していれば炉心損傷には至らないことから，炉心損
傷直結シナリオとしては整理せず，バイパス発生後の事象緩和シナリオに期待する。 
 
2.9.3. 残留熱除去系 
ベースケース評価では，格納容器外において RHR停止時冷却モード吸込み配管が破断
後，通常時閉状態である隔離弁 2個（内側，外側）が同時損傷した場合にインターフェイ
スシステム LOCA（ISLOCA）が発生するものとしてモデル化していた。 
現実的には，以下の観点から隔離弁の損傷が考えにくいこと及び ISLOCA発生後の事象
緩和が可能であることからスクリーニングアウトとする。 
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・隔離弁については機能損傷の観点からフラジリティ評価を実施しているものの，通常

時閉状態の弁であることから，機能損傷では ISLOCAに至らないものと考えられる。 
・万が一 ISLOCAが発生した場合も吸込口は TAF以上であることから炉水位を低く維
持するなどの対応により，炉心損傷を回避可能であることから炉心損傷直結事象とは

ならない。 
 
2.10. 格納容器ベント時のバックアップ 
格納容器ベントでは，隔離弁を現場操作さえできれば安全機能は損なわれないことか

ら，ベースケース評価において格納容器ベントの失敗要因としてモデル化している設備の

損傷等が発生した場合も，最終的に隔離弁の 2次格納容器外からの操作に期待できるモデ
ルとする。人的過誤確率としては，他の人的過誤との従属性を考慮して，保守的に 1.0E-1
を適用する。 
 
2.11. 現場操作の認知失敗 
事象発生後数時間以降における現場操作（電源車による P/C給電操作，消防車による

CSP補給操作等）については，ベースケース評価では当該操作の認知失敗確率を 1.1E-1
としていた。 
当該操作については，時間余裕が長いこと，また起因事象として地震が発生している状

況で可搬型 SA設備等の使用を思いつかない可能性は低いことから，現実的にはその操作
の必要性の認知に失敗する可能性は十分低いものと考えられるためスクリーニングアウト

とする（ベースケース評価においても，SBOシーケンスでは当該認知失敗についてはスク
リーニングアウトとしている）。 
 
2.12. 燃料補給操作 
ベースケース評価では，消防車及び電源車の燃料補給操作に失敗した時点で燃料枯渇に

より消防車，電源車が機能喪失し，（他に注水手段等がなければ）炉心損傷に至るものと

してモデル化していた。 
現実的には，燃料補給操作に失敗した場合は認知可能であること，また補給操作失敗か

ら炉心損傷に至るまでは猶予が数時間程度あり，当該作業員以外のバックアップにも期待

できることから，バックアップ操作を失敗する可能性は極めて低くリスクへの寄与は無視

できるものとしてスクリーニングアウトとする（仮にベースケース評価で用いている時間

余裕数時間のバックアップ操作（中央制御室）の失敗確率が 6.1E-3であることを踏まえ
て，0.01等の値を失敗確率として適用した場合もスクリーニングアウトと同等の影響とな
る）。 
 
2.13. 消防車起動操作失敗による CSP補給失敗 
長期水源として CSPに期待する場合には，消防車により CSPへの補給を実施する必要
がある。ベースケース評価では初期（事象発生後数時間程度を想定）の CSP補給に失敗
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した場合，格納容器ベントの際の外部水源注水時にも補給できないものとして保守的にモ

デル化していた。ただし，初期の補給に失敗した場合も，長期的にはバックアップにより

CSP水源への補給は成功する可能性が高いと思われることから，バックアップに期待した
モデルとする。 
 
2.14. CSP周り配管 
ベースケース評価では，RHR配管破断 LOCA（大 LOCAを想定）が発生した場合，ス
クラム成功後の注水手段として HPCF（S/P水源），格納容器除熱手段として格納容器ベ
ントに期待している。格納容器ベント時には外部水源からの注水が必要となることから，

HPCFの水源を CSPへ切り戻す必要があるものとし，他の注水手段に期待しないモデル
としていたため，CSP周り配管が損傷した場合炉心損傷に至るものとして保守的に扱って
いた。 
現実的には，CSP周り配管が破断している場合も，初期に S/P水源からの注水に成功し
ていれば，代替注水でも必要な注水量を満足できることから，消防車による HPCF注水ラ
インを使った注水により炉心損傷回避できるものとしてモデル化する。 
 
2.15. 防火水槽，貯水池（CSP補給用） 
防火水槽が損傷した場合，貯水池から直接 CSP補給可能（消防車 1台で水頭が足りな
い場合は，複数台連結等の手段がとれる）であり，直接消防車により取水する場合につい

ては，ホースを直接池に垂らして取水することも可能である。また，万が一取水不能とな

る規模で貯水池が地盤ごと崩壊した場合には，海水による CSP補給にも期待できること
から，防火水槽と貯水池については CSP補給の失敗要因からスクリーニングアウトとす
る。 
 
2.16. 消防車のランダム故障 
消防車については台数が多いこと，保管場所やメンテナンスのタイミング等が異なるこ

とから，消防車全体として機能喪失する可能性は極めて小さいことから，（共通原因故障

を含めて）スクリーニングアウトとする。 
 
2.17. 確定論的なフラジリティを設定している機器 
ベースケース評価では，一部の SA機器に確定論的なフラジリティ（Ssや 1.5Ssを超え
た場合，損傷確率 1）を設定していた。これらの機器については，不確実さを考慮し，Ss
や 1.5Ssを HCLPFとし，不確実さについては，設定の手法が確立していないことから，
ベースケース評価に用いている機器等の既存のフラジリティ結果（βc最小：0.16）を参
考に，βcとして保守的に 0.1を与える。 
 
3. イベントツリー 
上記 2.の評価上の仮定を反映したイベントツリーを図 11に示す。 
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地震ハザード（事故シーケンス評価用）について 
 
1. はじめに 
事故シーケンス評価で用いている地震ハザードについて，確定論評価を踏まえ，長岡平野

西縁断層帯（陸域連動）の地震規模に対して新潟県中越沖地震の知見を取り込んだ設定を実

施した。以下に地震ハザード評価の内容について示す。 
本評価結果の地震ハザードについて，地震 PRAの現実的な評価における事故シーケンス
評価に取り込んだ場合，表 1のとおりの結果となる。 

 
表 1 ハザード見直し結果を用いた事故シーケンス評価結果 

 
 
2. 評価内容 
陸域の連動活動を対象に，中越沖地震の知見を踏まえた地震規模の分岐を追加した地震

ハザード評価を実施する。中越沖地震の知見を踏まえた地震規模の算定方法について，図 1

に示す。断層面積から地震規模を算定する方法については，入倉・三宅（2001）及び武村

（1998）を用いた。ただし，一部の長大断層については，図 1に示すMurotani et al.(2010)の

スケーリングを組み合わせて算定した。 

設定した断層諸元を表 2 に，ロジックツリーを図 2 に示す。地震規模の分岐の重みは海

域の連動活動と同様に，松田式：中越沖＝1：2とする。 

地震規模の算定方法に関する分岐を見直したロジックツリーに基づく一様ハザードスペ

クトルについて，水平動の結果を表 3及び図 3に，鉛直動の結果を表 4及び図 4に示す。 

事故シーケンス評価に使用する地震ハザード曲線（平均値）について，見直し前後を比

較したものを図 5に示す。 

ハザード見直し前 ハザード見直し後
RBR 3.8E-06 6.5E-08 2.3E-08
TW 1.2E-06 7.8E-08 4.6E-08
TB 1.1E-06 2.6E-06 1.2E-06
PCVR 8.9E-07 3.0E-08 1.2E-08
LOCA 8.2E-07 2.3E-07 9.7E-08
TBU 3.7E-07 1.4E-06 6.5E-07
TC 3.6E-07 3.6E-13 3.6E-13

BYPASS 1.2E-07 8.3E-08 3.4E-08
CI 6.9E-08 1.9E-07 7.2E-08
TBD 6.0E-08 2.7E-07 1.2E-07
TQUX 2.3E-08 2.6E-08 2.2E-08
TBP 2.0E-08 4.7E-08 2.5E-08
TQUV 9.5E-09 8.7E-09 5.3E-09
LOCA2 0.0E+00 2.4E-08 1.4E-08
BYPASS2 0.0E+00 1.0E-09 5.5E-10

合計 8.9E-06 5.0E-06 2.3E-06

非管理放
 出合計

6.5E-06 4.4E-07 1.9E-07

炉心損傷�
シーケンス

詳細評価ケース
（今回実施，完全相関）

ベースケース
(（第249回，第250
回審査会合資料）)

参考資料 1 
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表 3（1） 本検討（地震規模に関する分岐を追加） 

UHSのコントロールポイント（荒浜側・水平動） 

T(s) 0.02 0.09 0.13 0.3 0.6 1 2 5 

10-3 Sa(cm/s2) 511.5 1352.3 1461.3 1255.3 868.8  485.9 248.5 99.6 

10-4 Sa(cm/s2) 1070.5 2764.8 3063.5 3062.3 2165.3  1006.5 509.0 199.5 

10-5 Sa(cm/s2) 1942.2 4855.7 5517.1 6353.2 4649.4  1977.0 1036.4 394.6 

10-6 Sa(cm/s2) 3072.4 7385.0 8592.0 11423.0 8431.8  3339.1 1873.2 730.3 

 

 

表 3（2） 本検討（地震規模に関する分岐を追加） 

UHSのコントロールポイント（大湊側・水平動） 

T(s) 0.02 0.09 0.13 0.3 0.6 1 2 5 

10-3 Sa(cm/s2) 373.0 961.3 1014.2 815.9 675.0  451.4 235.2 97.5 

10-4 Sa(cm/s2) 719.0 1880.7 1970.9 1660.4 1400.5  912.3 485.6 198.3 

10-5 Sa(cm/s2) 1182.8 3148.4 3261.2 2985.1 2632.9  1863.1 1031.5 402.2 

10-6 Sa(cm/s2) 1813.4 4996.4 5089.6 4952.2 4277.1  3277.0 1898.0 745.5 

 

 

表 4（1） 本検討（地震規模に関する分岐を追加） 

UHSのコントロールポイント（荒浜側・鉛直動） 

T(s) 0.02 0.09 0.13 0.3 0.6 1 2 5 

10-3 Sa(cm/s2) 265.0 820.2 806.3 688.9 466.5  289.1 157.4 65.5 

10-4 Sa(cm/s2) 527.4 1654.8 1620.6 1583.4 1036.2  587.3 323.2 132.5 

10-5 Sa(cm/s2) 912.6 2870.0 2807.8 3196.2 2101.6  1186.6 665.2 262.0 

10-6 Sa(cm/s2) 1415.2 4359.8 4328.6 5607.0 3651.3  2105.8 1228.0 486.7 

 

 

表 4（2） 本検討（地震規模に関する分岐を追加） 

UHSのコントロールポイント（大湊側・鉛直動） 

T(s) 0.02 0.09 0.13 0.3 0.6 1 2 5 

10-3 Sa(cm/s2) 234.1 765.7 682.3 583.7 389.3  284.5 153.2 64.7 

10-4 Sa(cm/s2) 451.3 1518.1 1325.3 1207.2 781.6  582.8 319.1 132.1 

10-5 Sa(cm/s2) 743.9 2543.6 2189.6 2175.9 1511.0  1211.1 677.0 267.3 

10-6 Sa(cm/s2) 1150.0 3734.9 3412.4 3475.1 2576.5  2153.9 1254.7 496.5 
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（1）中越沖地震を踏まえた地震モーメントの算定 

 

（2）中越沖地震を踏まえた気象庁マグニチュードの算定 

 

図 1 長大断層に対する中越沖地震の知見を踏まえた地震規模の設定方法 
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生
パ
タ
ー
ン
の
出
現
確
率
を
考
慮
す
る
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縁
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す
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図 3（1） 地震規模の設定方法の影響 UHSの比較 

（荒浜側 水平動） 
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図 3（2） 地震規模の設定方法の影響 UHSの比較 

（大湊側 水平動） 
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図 4（1） 地震規模の設定方法の影響 UHSの比較 

（荒浜側 鉛直動） 
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図 4（2） 地震規模の設定方法の影響 UHSの比較 

（大湊側 鉛直動） 
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図 5 平均ハザード曲線（周期 0.02秒，大湊側，水平動）  
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地震 PRA詳細評価ケースの主要なシナリオ分析について 
 
地震 PRA 炉心損傷直結シナリオ等の現実的な評価（詳細評価ケース）の結果について，
炉心損傷シーケンス毎に，主要なシナリオの分析を実施した。 
 
1. ベースケース評価との比較 
炉心損傷シーケンス毎の，ベースケースと詳細評価ケース（完全相関）の値の差について

の主な要因についてまとめたものを表１に示す。 
 

表 1 ベースケース評価の炉心損傷頻度結果との差の要因 
炉心損傷 

シーケンス 

ベース 

ケース 

詳細評価 

ケース 
ベースケースとの差の主な要因 

RBR 3.8E-06 6.5E-08 
RBR シーケンスの詳細評価 

（添付資料 5 2.1 章，2.2 章参照） 

TW 1.2E-06 7.8E-08 

TW シーケンスの詳細評価 

（添付資料 5 2.8 章，2.10 章，2.11 章，2.12 章，

2.13 章，2.14 章，2.15 章，2.16 章，2.17 章参照） 

TB 1.1E-06 2.6E-06 前段ヘディングの成功確率の上昇 

PCVR 8.9E-07 3.0E-08 
PCVR シーケンスの詳細評価 

（添付資料 5 2.3 章参照） 

LOCA 8.2E-07 2.3E-07 
LOCA シーケンスの詳細評価 

（添付資料 5 2.4 章参照） 

TBU 3.7E-07 1.4E-06 前段ヘディングの成功確率の上昇 

TC 3.6E-07 3.6E-13 
TC シーケンスの詳細評価 

（添付資料 5 2.7 章参照） 

BYPASS 1.2E-07 8.3E-08 
BYPASS シーケンスの詳細評価 

（添付資料 5 2.9 章参照） 

CI 6.9E-08 1.9E-07 

CI シーケンスの詳細評価（添付資料 5 2.5 章，2.6

章参照），及び前段ヘディングの成功確率の上昇 

※後者の影響のほうが大きいため，CDF 上昇 

TBD 6.0E-08 2.7E-07 前段ヘディングの成功確率の上昇 

TQUX 2.3E-08 2.6E-08 前段ヘディングの成功確率の上昇 

TBP 2.0E-08 4.7E-08 前段ヘディングの成功確率の上昇 

TQUV 9.5E-09 8.7E-09 
確定論的フラジリティへの不確実さの付与 

（添付資料 5 2.17 章参照） 

LOCA2 - 2.4E-08 新規シナリオ（添付資料 5 2.4 章参照） 

BYPASS2 - 1.0E-09 新規シナリオ（添付資料 5 2.9 章参照） 

参考資料 2 
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2. シナリオ及び最小カットセット分析 
炉心損傷シーケンス毎の，以下の項目についてまとめたものを表 2に示す。 

 
・主要なシナリオ 
炉心損傷シーケンス毎の炉心損傷頻度（CDF）1位のシーケンス（2位以下についても値
が大きい（1位が炉心損傷シーケンス毎の CDFの 50%以下，かつ 2位が 1位の CDFの 50%
以上）場合は 2位以下についても記載）を対象としてシナリオを抽出・分析 

 
・イベントツリー内のシーケンスNo. 
上記の主要なシナリオのイベントツリー上でのシーケンスNo.（図 1の右から 2列目「No.」
に対応） 

 
・最小カットセット（MCS） 
上記の主要なシナリオの最小カットセットについて，上位のものを抽出 
MCS抽出ルール 

 炉心損傷頻度に最も寄与している地震加速度において最小カットセットを抽出 
 基本は上位 5位までを記載 
 ただし，炉心損傷頻度で同値が続く場合は 6位以下についても記載 
 また，寄与割合で 1%以下の場合は記載しない 
 寄与割合は，MCS計算による値（BDD手法は用いていないため厳密解ではない） 
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表
 2
 
炉
心
損
傷
シ
ー
ケ
ン
ス
毎
の
主
要
な
シ
ナ
リ
オ
分
析
（

1/
2）

 

炉
心
損
傷
 

シ
ー
ケ
ン
ス
 

炉
心
損
傷

頻
度
 

順 位
 

主
要
な
シ
ナ
リ
オ
 

イ
ベ
ン
ト

ツ
リ
ー
内

の
S
q
 N
o
. 

M
C
S 

表
番
号
 
M
C
S
を
抽
出
し
た

地
震
加
速
度
 

T
B
 
2
.
6
E
-
06
 

1 
地
震
に
よ
り
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
が
発
生
す
る
。

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
が
成
功

し
，
そ
の
後
の
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
の
た
め
の
原
子
炉
減
圧
に
失
敗
し
炉
心
損
傷
に

至
る
シ
ナ
リ
オ

 

1
6
7 
表
3
-
1 
1
6
5
0
g
al
 

2 
地
震
に
よ
り
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
が
発
生
す
る
。
そ
の
後
，

RC
IC
に
よ
る
初
期
注

水
及
び
原
子
炉
減
圧
に
成
功
す
る
も
の
の
，
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
に
失
敗
し
炉
心
損

傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

1
6
6 
表
3
-
2 
1
6
5
0
g
al
 

T
B
U 
1
.
4
E
-
06
 

1 
地
震
に
よ
り
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
が
発
生
す
る
。
更
に

RC
IC
の
機
能
喪
失
に
よ
り

炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ
 

1
6
9 
表
3
-
3 
1
7
5
0
g
al
 

T
B
D 
2
.
7
E
-
07
 

1 
地
震
に
よ
り
直
流
電
源
喪
失
と
な
り
直
接
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ
 

1
7
3 
表
3
-
4 
2
2
0
0
g
al
 

L
O
C
A 
2
.
3
E
-
07
 

1 
地
震
に
よ
り
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
が
発
生
す
る
。
ま
た
地
震
に
よ
り

S/
R
弁
が
構
造

損
傷
し
て
い
る
こ
と
で
，
開
動
作
に
よ
る
圧
力
制
御
に
失
敗
し

LO
CA
と
な
り
炉
心
損

傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ
 

1
7
1 
表
3
-
5 
1
9
5
0
g
al
 

C
I
 
1
.
9
E
-
07
 

1 
地
震
に
よ
り
計
測
・
制
御
系
喪
失
と
な
り
直
接
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
1
7
4 
表
3
-
6 
2
4
0
0
g
al
 

B
Y
P
A
S
S 
8
.
3
E
-
08
 

1 
地
震
に
よ
り
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
が
発
生
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
1
7
6 
表
3
-
7 
2
4
0
0
g
al
 

T
W
 
7
.
8
E
-
08
 

1 
地
震
に
よ
り
外
部
電
源
喪
失
が
発
生
し
，

H
PC

F（
S/

P
水
源
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
に

成
功
す
る
。
そ
の
後
，

RH
R
及
び
格
納
容
器
ベ
ン
ト
に
失
敗
す
る
こ
と
で
炉
心
損
傷
に

至
る
シ
ナ
リ
オ
 

6
9
 
表
3
-
8 
1
5
0
0
g
al
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表
 2
 
炉
心
損
傷
シ
ー
ケ
ン
ス
毎
の
主
要
な
シ
ナ
リ
オ
分
析
（

2/
2）

 

炉
心
損
傷
 

シ
ー
ケ
ン
ス
 

炉
心
損
傷

頻
度
 

順 位
 

主
要
な
シ
ナ
リ
オ
 

イ
ベ
ン
ト

ツ
リ
ー
内

の
S
q
 N
o
. 

M
C
S 

表
番
号
 
M
C
S
を
抽
出
し
た

地
震
加
速
度
 

R
B
R 
6
.
5
E
-
08
 

1 
地
震
に
よ
り
原
子
炉
建
屋
が
傾
斜
し
，
水
位
計
の
誤
差
等
に
起
因
す
る

EC
CS
の
動
作

タ
イ
ミ
ン
グ
へ
の
影
響
や
，
地
絡
方
向
継
電
器
へ
の
悪
影
響
等
が
発
生
し
，
そ
の
復
旧
操

作
に
失
敗
す
る
こ
と
で
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ
 

1
7
8 
表
3
-
9 
2
8
0
0
g
al
 

T
B
P 
4
.
7
E
-
08
 

1 
地
震
に
よ
り
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
が
発
生
す
る
。
そ
の
後
の
ス
ク
ラ
ム
及
び

S/
R
弁

の
開
放
に
は
成
功
す
る
が

S/
R
弁
の
再
閉
鎖
に
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ
 

1
7
0 
表
3
-
10
 
1
6
0
0
g
al
 

P
C
V
R 
3
.
0
E
-
08
 

1 
地
震
に
よ
り
原
子
炉
格
納
容
器
又
は
原
子
炉
圧
力
容
器
が
損
傷
し
，
直
接
炉
心
損
傷
に
至

る
シ
ナ
リ
オ

 
1
7
7 
表
3
-
11
 
2
4
0
0
g
al
 

T
Q
U
X 
2
.
6
E
-
08
 

1 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
及
び
圧
力
制
御
に
は
成
功
す
る
も
の
の
，

高
圧
注
水
機
能
（

H
PC

F
及
び

RC
IC
）
に
失
敗
し
，
更
に
原
子
炉
減
圧
に
失
敗
す
る
こ

と
で
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ
 

1
5
 
表
3
-
12
 
1
5
0
g
a
l 

T
Q
U
V 
8
.
7
E
-
09
 

1 

地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
及
び
圧
力
制
御
に
は
成
功
す
る
も
の
の
，

高
圧
注
水
機
能
（

H
PC

F
及
び

RC
IC
）
に
失
敗
す
る
。
そ
の
後
原
子
炉
減
圧
に
は
成
功

す
る
が
低
圧
注
水
機
能
（

LP
FL
及
び
代
替
注
水
）
に
失
敗
す
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷

に
至
る
シ
ナ
リ
オ
 

1
4
 
表
3
-
13
 
1
3
5
0
g
al
 

T
C
 
3
.
6
E
-
13
 

1 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
に
失
敗
し

AT
W

S
と
な
る
。
そ
の
後

RP
T，

S/
R
弁
の
開
，

H
PC

F
に
よ
る
炉
水
位
制
御
に
成
功
す
る
も
の
の
，

SL
C
機
能

喪
失
に
よ
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ
 

4
9
 
表
3
-
14
 
1
5
0
g
a
l 
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表
3-

1 
TB
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

16
7，
地
震
加
速
度

16
50

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト
（

1/
2）

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
16

50
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
の
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
が
成
功
し
，
そ
の
後
の
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
の
た
め
に
減
圧
し

よ
う
と
す
る
が
，
逃
が
し
安
全
弁
が
損
傷
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ

オ
 

7.
24

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
緊
急
用

M
/C

(G
TG

) *
2  

逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
が
成
功
し
，
そ
の
後
の
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
の
た
め
に
減
圧
し

よ
う
と
す
る
が
，
逃
が
し
安
全
弁
が
損
傷
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ

オ
 

 

7.
24

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
 

建
屋
間
配
管
損
傷

 
緊
急
用

M
/C

(非
常
電
源
分
岐
盤

) *
2  

逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
3 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
が
成
功
し
，
そ
の
後
の
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
の
た
め
に
減
圧
し

よ
う
と
す
る
が
，
逃
が
し
安
全
弁
が
損
傷
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ

オ
 

7.
24

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
地
下
軽
油
タ
ン
ク

*2
 

逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
4 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
が
成
功
し
，
そ
の
後
の
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
の
た
め
に
減
圧
し

よ
う
と
す
る
が
，
逃
が
し
安
全
弁
が
損
傷
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ

オ
 

7.
24

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
 

建
屋
間
配
管
損
傷

 
緊
急
用

M
/C

(緊
急
用

M
/C

) *
2  

 
逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
*1

: 
地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
*2

: 
減
圧
等
の
た
め
の
電
源
と
し
て
，
緊
急
用

M
/C
か
ら
の
受
電
に
は
失
敗
し
て
い
る
も
の
の
電
源
車
か
ら
の
給
電
に
成
功

 
 

補足1-60



 

 

表
3-

1 
TB
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

16
7，
地
震
加
速
度

16
50

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト
（

2/
2）

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
16

50
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
5 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
が
成
功
し
，
そ
の
後
の
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
の
た
め
に
減
圧
し

よ
う
と
す
る
が
，
逃
が
し
安
全
弁
が
損
傷
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ

オ
 

7.
24

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
緊
急
用

M
/C

(1
54

kV
変
電
所
建
屋
地
盤

) *
2  

逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
6 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
が
成
功
し
，
そ
の
後
の
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
の
た
め
に
減
圧
し

よ
う
と
す
る
が
，
逃
が
し
安
全
弁
が
損
傷
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ

オ
 

7.
24

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
緊
急
用

M
/C

(電
路

(緊
急
用

M
/C
～

R/
B
地
下
洞
道

)) 
*2

 
逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
7 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
が
成
功
し
，
そ
の
後
の
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
の
た
め
に
減
圧
し

よ
う
と
す
る
が
，
逃
が
し
安
全
弁
が
損
傷
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ

オ
 

7.
24

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
緊
急
用

M
/C

(7
号
機
緊
急
用
屋
外
電
源
切
替
箱

) *
2  

逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
*1

: 
地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
*2

: 
減
圧
等
の
た
め
の
電
源
と
し
て
，
緊
急
用

M
/C
か
ら
の
受
電
に
は
失
敗
し
て
い
る
も
の
の
電
源
車
か
ら
の
給
電
に
成
功

 
 

 

補足1-61



 

 

表
3-

2 
TB
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

16
6，
地
震
加
速
度

16
50

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト
（

1/
2）

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
16

50
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

そ
の
後
，

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
及
び
減
圧
に
成
功
す
る
も
の
の
，

M
U

W
C
配
管
が
損
傷

し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
に
失
敗
し
，
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

8.
22

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
地
下
軽
油
タ
ン
ク

*2
 

M
U

W
C
配
管

 
2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

そ
の
後
，

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
及
び
減
圧
に
成
功
す
る
も
の
の
，

M
U

W
C
配
管
が
損
傷

し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
に
失
敗
し
，
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

8.
22

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
緊
急
用

M
/C

(G
TG

) *
2  

M
U

W
C
配
管

 
3 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

そ
の
後
，

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
及
び
減
圧
に
成
功
す
る
も
の
の
，

M
U

W
C
配
管
が
損
傷

し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
に
失
敗
し
，
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

8.
22

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
緊
急
用

M
/C

(非
常
電
源
分
岐
盤

) *
2  

M
U

W
C
配
管

 
4 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

そ
の
後
，

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
及
び
減
圧
に
成
功
す
る
も
の
の
，

M
U

W
C
配
管
が
損
傷

し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
に
失
敗
し
，
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

8.
22

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
緊
急
用

M
/C

(緊
急
用

M
/C

) *
2  

M
U

W
C
配
管

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
*2

: 
減
圧
・
注
水
ラ
イ
ン
ナ
ッ
プ
等
の
た
め
の
電
源
と
し
て
，
緊
急
用

M
/C
か
ら
の
受
電
に
は
失
敗
し
て
い
る
も
の
の
電
源
車
か
ら
の
給
電
に
成
功
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表
3-

2 
TB
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

16
6，
地
震
加
速
度

16
50

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト
（

2/
2）

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
16

50
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
5 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

そ
の
後
，

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
及
び
減
圧
に
成
功
す
る
も
の
の
，

M
U

W
C
配
管
が
損
傷

し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
に
失
敗
し
，
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
 

8.
22

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
緊
急
用

M
/C

(1
54

kV
変
電
所
建
屋
地
盤

) *
2  

M
U

W
C
配
管

 
6 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

そ
の
後
，

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
及
び
減
圧
に
成
功
す
る
も
の
の
，

M
U

W
C
配
管
が
損
傷

し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
に
失
敗
し
，
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
 

8.
22

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
緊
急
用

M
/C

(電
路

(緊
急
用

M
/C
～

R/
B
地
下
洞
道

)) 
*2

 
M

U
W

C
配
管

 
7 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

そ
の
後
，

RC
IC
に
よ
る
初
期
注
水
及
び
減
圧
に
成
功
す
る
も
の
の
，

M
U

W
C
配
管
が
損
傷

し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
消
防
車
に
よ
る
注
水
継
続
に
失
敗
し
，
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

8.
22

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*1

) 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
緊
急
用

M
/C

(7
号
機
緊
急
用
屋
外
電
源
切
替
箱

) *
2  

M
U

W
C
配
管

 
*1

: 
地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
*2

: 
減
圧
・
注
水
ラ
イ
ン
ナ
ッ
プ
等
の
た
め
の
電
源
と
し
て
，
緊
急
用

M
/C
か
ら
の
受
電
に
は
失
敗
し
て
い
る
も
の
の
電
源
車
か
ら
の
給
電
に
成
功

 
 

 

補足1-63



 

 

表
3-

3 
TB

U
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

16
9，
地
震
加
速
度

17
50

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
17

50
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

ま
た
主
蒸
気
系
配
管
が
損
傷
す
る
こ
と
で

RC
IC
ポ
ン
プ
へ
の
蒸
気
供
給
が
不
能
と
な
り
，

原
子
炉
注
水
が
で
き
な
い
こ
と
か
ら
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

51
.7

2%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
格
納
容
器
内
配
管

(主
蒸
気
系

) 
2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

ま
た
，

RC
IC
配
管
が
損
傷
す
る
こ
と
で

RC
IC
に
よ
る
原
子
炉
注
水
が
で
き
な
い
こ
と
か

ら
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

13
.3

1%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
RC

IC
配
管

 
3 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

ま
た
給
水
系
配
管
が
損
傷
す
る
こ
と
で

RC
IC
に
よ
る
原
子
炉
注
水
が
で
き
な
い
こ
と
か
ら

炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

13
.1

7%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
格
納
容
器
内
配
管

(給
水
系

) 
4 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

ま
た

RC
IC
の
水
源
の

CS
P
か
ら

S/
P
へ
の
切
替
操
作
に
失
敗
し
，
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ

リ
オ

 

8.
60

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
E5

1-
F0

06
-水
源
切
替
操
作
失
敗

(初
期
対
応

) 
5 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

ま
た

RC
IC
注
水
ラ
イ
ン
の
原
子
炉
給
水
ラ
イ
ン
隔
離
弁

(B
)が
損
傷
す
る
こ
と
で
原
子
炉
注

水
不
能
と
な
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

3.
99

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
給
水
ラ
イ
ン

B
隔
離
弁

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
 

 

補足1-64



 

 

表
3-

4 
TB

D
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

17
3，
地
震
加
速
度

22
00

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
22

00
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
直
流
電
源
の
電
線
管
が
損
傷
し
，
直
接
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
66

.2
5%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
電
線
管

 
2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
直
流

12
5V
充
電
器
盤
が
損
傷
し
，
直
接
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
18

.0
6%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
直
流

12
5V
充
電
器
盤

 
3 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
直
流

12
5V
主
母
線
盤
が
損
傷
し
，
直
接
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
14

.0
0%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

  
直
流

12
5V
主
母
線
盤

 
4 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
直
流
電
源
の
ケ
ー
ブ
ル
ト
レ
イ
が
損
傷
し
，
直
接
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
1.

69
%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
ケ
ー
ブ
ル
ト
レ
イ

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
  

 

補足1-65



 

 

表
3-

5 
LO

CA
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

17
1，
地
震
加
速
度

19
50

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
19

50
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

ま
た
地
震
に
よ
り

S/
R
弁
が
構
造
損
傷
し
て
い
る
こ
と
で
，
開
動
作
に
よ
る
事
象
初
期
の
圧

力
制
御
に
失
敗
し
，
一
次
系
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
断
に
よ
り

LO
CA
が
発
生
し
炉
心
損
傷
に
至

る
シ
ナ
リ
オ

 

93
.9

2%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
建
屋
間
配
管
損
傷

 
逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
原
子
炉
建
屋
の
一
部
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。
ま
た
地
震

に
よ
り

S/
R
弁
が
構
造
損
傷
し
て
い
る
こ
と
で
，
開
動
作
に
よ
る
事
象
初
期
の
圧
力
制
御
に

失
敗
し
，
一
次
系
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
断
に
よ
り

LO
CA
が
発
生
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ

オ
 

6.
08

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
建
屋
損
傷

(R
CI

C
健
全

) 
逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
  

 

補足1-66



 

 

表
3-

6 
CI
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

17
4，
地
震
加
速
度

24
00

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
24

00
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋
が
損
傷
し
，
計
測
・
制
御
系
喪
失
と
な
り
直
接
炉
心
損
傷
に

至
る
シ
ナ
リ
オ

 
61

.5
6%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
建
屋
（

C/
B）

 
2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
直
立
盤
（
制
御
盤
・
多
重
伝
送
盤
）
に
お
い
て
チ
ャ
タ
リ
ン
グ
が
発
生
し
，
そ
の

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
操
作
に
失
敗
す
る
こ
と
で
計
測
・
制
御
系
喪
失
と
な
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ

ナ
リ
オ

 

11
.2

6%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
直
立
盤
（
制
御
盤
・
多
重
伝
送
盤
）

 
チ
ャ
タ
リ
ン
グ
時
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

 
3 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
交
流

12
0V
バ
イ
タ
ル
分
電
盤
に
お
い
て
チ
ャ
タ
リ
ン
グ
が
発
生
し
，
そ
の
バ

ッ
ク
ア
ッ
プ
操
作
に
失
敗
す
る
こ
と
で
計
測
・
制
御
系
喪
失
と
な
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ

リ
オ

 

8.
73

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
交
流

12
0V
バ
イ
タ
ル
分
電
盤

 
チ
ャ
タ
リ
ン
グ
時
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

 
4 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
バ
イ
タ
ル
交
流
電
源
装
置
に
お
い
て
チ
ャ
タ
リ
ン
グ
が
発
生
し
，
そ
の
バ
ッ
ク

ア
ッ
プ
操
作
に
失
敗
す
る
こ
と
で
計
測
・
制
御
系
喪
失
と
な
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
8.

73
%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
バ
イ
タ
ル
交
流
電
源
装
置

 
チ
ャ
タ
リ
ン
グ
時
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

 
5 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
ベ
ン
チ
盤
に
お
い
て
チ
ャ
タ
リ
ン
グ
が
発
生
し
，
そ
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
操
作
に

失
敗
す
る
こ
と
で
計
測
・
制
御
系
喪
失
と
な
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
5.

59
%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
ベ
ン
チ
盤

 
チ
ャ
タ
リ
ン
グ
時
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
  

 

補足1-67



 

 

表
3-

7 
BY

PA
SS
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

17
6，
地
震
加
速
度

24
00

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト
（

1/
2）

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
24

00
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
，
原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系
（

CU
W
）
の
隔
離
弁
の
下
流
側
の
耐
震

B
ク
ラ
ス
設

備
が
破
断
し
た
後
，
隔
離
弁
が
損
傷
し
て
い
る
場
合
に
破
断
箇
所
の
隔
離
に
失
敗
し
，
バ
イ
パ

ス
破
断
が
発
生
す
る
。

 
そ
の
後
，
以
下
の
シ
ナ
リ
オ
に
よ
り
事
象
緩
和
に
失
敗
し
，
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
・

TA
F
で
水
位
維
持
（

H
PC

F
注
水
）

 
・
急
速
減
圧

 
・

M
U

W
C
に
よ
る
原
子
炉
注
水

 
・
格
納
容
器
ベ
ン
ト

 
（
上
記
シ
ナ
リ
オ
の
失
敗
は
，
人
的
過
誤
「

CU
W
バ
イ
パ
ス
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
」
で
代
表
し
て

モ
デ
ル
化
）

 

58
.4

3%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
耐
震

B
ク
ラ
ス
配
管
破
損

(確
率
値

1)
  

CU
W
吸
込
ラ
イ
ン
隔
離
弁

 
CU

W
バ
イ
パ
ス
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

 

2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り

RC
IC
蒸
気
ラ
イ
ン
の
配
管
が
破
断
し
た
後
，
隔
離
弁
が
損
傷
し
て
い
る
場
合

に
破
断
箇
所
の
隔
離
に
失
敗
し
，
バ
イ
パ
ス
破
断
が
発
生
す
る
シ
ナ
リ
オ

 
19

.0
6%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
RC

IC
配
管

 
RC

IC
蒸
気
ラ
イ
ン
隔
離
弁

 
3 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
，
原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系
（

CU
W
）
の
隔
離
弁
の
下
流
側
の
耐
震

B
ク
ラ
ス
設

備
が
破
断
し
た
後
，
隔
離
弁
の
電
源
系
（

6.
9k

V
メ
タ
ク
ラ
）
が
損
傷
し
て
い
る
場
合
に
破
断

箇
所
の
隔
離
に
失
敗
し
，
バ
イ
パ
ス
破
断
が
発
生
す
る
。
そ
の
後
，
弁
の
駆
動
電
源
の
ケ
ー
ブ

ル
を
健
全
な

M
CC
に
接
続
す
る
等
の
対
応
に
失
敗
し
，
ま
た
事
象
緩
和
（
本
シ
ー
ケ
ン
ス
順

位
1
位
の
シ
ナ
リ
オ
参
照
）
に
つ
い
て
も
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

8.
59

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
耐
震

B
ク
ラ
ス
配
管
破
損

(確
率
値

1)
  

6.
9k

V
メ
タ
ク
ラ

 
CU

W
弁
電
源
故
障
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

 
CU

W
バ
イ
パ
ス
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
 

補足1-68



 

 

表
3-

7 
BY

PA
SS
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

17
6，
地
震
加
速
度

24
00

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト
（

2/
2）

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
24

00
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
4 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
，
原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系
（

CU
W
）
の
隔
離
弁
の
下
流
側
の
耐
震

B
ク
ラ
ス
設

備
が
破
断
し
た
後
，
隔
離
弁
の
電
源
系
（
外
部
電
源
及
び
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備
）
が
損
傷
し

て
い
る
場
合
に
破
断
箇
所
の
隔
離
に
失
敗
し
，
バ
イ
パ
ス
破
断
が
発
生
す
る
。
そ
の
後
，
事
象

緩
和
（
本
シ
ー
ケ
ン
ス
順
位

1
位
の
シ
ナ
リ
オ
参
照
）
に
つ
い
て
も
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至

る
シ
ナ
リ
オ

 

6.
64

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
耐
震

B
ク
ラ
ス
配
管
破
損

(確
率
値

1)
  

外
部
電
源

(セ
ラ
ミ
ッ
ク
イ
ン
シ
ュ
レ
ー
タ

) 
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備

 
CU

W
バ
イ
パ
ス
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

 
5 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
，
原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系
（

CU
W
）
の
隔
離
弁
の
下
流
側
の
耐
震

B
ク
ラ
ス
設

備
が
破
断
し
た
後
，
隔
離
弁
の
電
源
系
（

48
0V

 M
CC
）
が
損
傷
し
て
い
る
場
合
に
破
断
箇
所

の
隔
離
に
失
敗
し
，
バ
イ
パ
ス
破
断
が
発
生
す
る
。
そ
の
後
，
弁
の
駆
動
電
源
の
ケ
ー
ブ
ル
を

健
全
な

M
CC
に
接
続
す
る
等
の
対
応
に
失
敗
し
，
ま
た
事
象
緩
和
（
本
シ
ー
ケ
ン
ス
順
位

1
位
の
シ
ナ
リ
オ
参
照
）
に
つ
い
て
も
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

6.
38

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
耐
震

B
ク
ラ
ス
配
管
破
損

(確
率
値

1)
  

48
0V

 M
CC

 
CU

W
弁
電
源
故
障
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

 
CU

W
バ
イ
パ
ス
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
  

 

補足1-69



 

 

表
3-

8 
TW
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

69
，
地
震
加
速
度

15
00

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト
（

1/
2）

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
15

00
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
外
部
電
源
喪
失
が
発
生
し
，

H
PC

F（
S/

P
水
源
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
に
成
功

す
る
。
そ
の
後
，

RH
R
弁
の
損
傷
に
よ
り

RH
R
が
機
能
喪
失
し
，
格
納
容
器
ベ
ン
ト
を
実

施
す
る
も
の
の
，
外
部
水
源
か
ら
の
注
水
（
消
防
車
）
の
た
め
の
原
子
炉
減
圧
に
失
敗
す
る
こ

と
で
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

3.
50

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
外
部
電
源

(セ
ラ
ミ
ッ
ク
イ
ン
シ
ュ
レ
ー
タ

) 
淡
水
貯
水
池

 
貯
水
池
又
は
海
か
ら
直
接

CS
P
へ
補
給

 
RH

R/
LP

FL
共
通
弁

(電
動
弁
（
グ
ロ
ー
ブ
弁
）

) 
逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
外
部
電
源
喪
失
が
発
生
し
，

H
PC

F（
S/

P
水
源
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
に
成
功

す
る
。
そ
の
後
，

RH
R
弁
の
損
傷
に
よ
り

RH
R
が
機
能
喪
失
し
，
格
納
容
器
ベ
ン
ト
を
実

施
す
る
も
の
の
，
外
部
水
源
か
ら
の
注
水
（
消
防
車
）
の
た
め
の
原
子
炉
減
圧
に
失
敗
す
る
こ

と
で
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

3.
50

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
外
部
電
源

(セ
ラ
ミ
ッ
ク
イ
ン
シ
ュ
レ
ー
タ

) 
防
火
水
槽

 
貯
水
池
又
は
海
か
ら
直
接

CS
P
へ
補
給

 
RH

R/
LP

FL
共
通
弁

(電
動
弁
（
グ
ロ
ー
ブ
弁
）

) 
逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
3 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
外
部
電
源
喪
失
が
発
生
し
，

H
PC

F（
S/

P
水
源
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
に
成
功

す
る
。
そ
の
後
，

RH
R
弁
の
損
傷
に
よ
り

RH
R
が
機
能
喪
失
し
，
格
納
容
器
ベ
ン
ト
を
実

施
す
る
も
の
の
，
外
部
水
源
か
ら
の
注
水
（
消
防
車
）
の
た
め
の
原
子
炉
減
圧
に
失
敗
す
る
こ

と
で
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

3.
50

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
外
部
電
源

(セ
ラ
ミ
ッ
ク
イ
ン
シ
ュ
レ
ー
タ

) 
淡
水
貯
水
池

 
貯
水
池
又
は
海
か
ら
直
接

CS
P
へ
補
給

 
RH

R
弁

(電
動
弁
（
ゲ
ー
ト
弁
）

) 
逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 

補足1-70



 

 

表
3-

8 
TW
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

69
，
地
震
加
速
度

15
00

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト
（

2/
2）

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
15

00
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
4 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
外
部
電
源
喪
失
が
発
生
し
，

H
PC

F（
S/

P
水
源
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
に
成
功

す
る
。
そ
の
後
，

RH
R
弁
の
損
傷
に
よ
り

RH
R
が
機
能
喪
失
し
，
格
納
容
器
ベ
ン
ト
を
実

施
す
る
も
の
の
，
外
部
水
源
か
ら
の
注
水
（
消
防
車
）
の
た
め
の
原
子
炉
減
圧
に
失
敗
す
る
こ

と
で
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

3.
50

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
外
部
電
源

(セ
ラ
ミ
ッ
ク
イ
ン
シ
ュ
レ
ー
タ

) 
防
火
水
槽

 
貯
水
池
又
は
海
か
ら
直
接

CS
P
へ
補
給

 
RH

R
弁

(電
動
弁
（
ゲ
ー
ト
弁
）

 
逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
5 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
外
部
電
源
喪
失
が
発
生
し
，

H
PC

F（
S/

P
水
源
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
に
成
功

す
る
。
そ
の
後
，

RH
R
ポ
ン
プ
の
損
傷
に
よ
り

RH
R
が
機
能
喪
失
し
，
格
納
容
器
ベ
ン
ト

を
実
施
す
る
も
の
の
，
外
部
水
源
か
ら
の
注
水
（
消
防
車
）
の
た
め
の
原
子
炉
減
圧
に
失
敗
す

る
こ
と
で
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

3.
46

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
外
部
電
源

(セ
ラ
ミ
ッ
ク
イ
ン
シ
ュ
レ
ー
タ

) 
淡
水
貯
水
池

 
貯
水
池
又
は
海
か
ら
直
接

CS
P
へ
補
給

 
RH

R
ポ
ン
プ

 
逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
6 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
外
部
電
源
喪
失
が
発
生
し
，

H
PC

F（
S/

P
水
源
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
に
成
功

す
る
。
そ
の
後
，

RH
R
ポ
ン
プ
の
損
傷
に
よ
り

RH
R
が
機
能
喪
失
し
，
格
納
容
器
ベ
ン
ト

を
実
施
す
る
も
の
の
，
外
部
水
源
か
ら
の
注
水
（
消
防
車
）
の
た
め
の
原
子
炉
減
圧
に
失
敗
す

る
こ
と
で
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

3.
46

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
外
部
電
源

(セ
ラ
ミ
ッ
ク
イ
ン
シ
ュ
レ
ー
タ

) 
防
火
水
槽

 
貯
水
池
又
は
海
か
ら
直
接

CS
P
へ
補
給

 
RH

R
ポ
ン
プ

 
逃
が
し
安
全
弁
（

18
弁
）

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
 

補足1-71



 

 

表
3-

9 
RB

R（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

17
8，
地
震
加
速
度

28
00

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
28

00
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
原
子
炉
建
屋
が
傾
斜
し
，
水
位
計
の
誤
差
等
に
起
因
す
る

EC
CS
の
動
作
タ
イ

ミ
ン
グ
へ
の
影
響
や
，
地
絡
方
向
継
電
器
へ
の
悪
影
響
等
が
発
生
し
，
そ
の
復
旧
操
作
に
失
敗

す
る
こ
と
で
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

10
0.

00
%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
建
屋
・
構
築
物

(原
子
炉
建
屋
基
礎
地
盤
す
べ
り
線

) 
地
盤
傾
斜
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
   

表
3-

10
 

TB
P（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

17
0，
地
震
加
速
度

16
00

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
16

00
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
建
屋
間
配
管
（

RC
W
配
管
等
）
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。

そ
の
後
の
ス
ク
ラ
ム
及
び

S/
R
弁
の
開
放
に
は
成
功
す
る
が
再
閉
鎖
に
失
敗
し
，
炉
心
損
傷

に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

97
.9

9%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

  
建
屋
間
配
管
損
傷

 
ラ
ン
ダ
ム

_S
RV
再
閉
鎖
失
敗

 
2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
原
子
炉
建
屋
の
一
部
が
損
傷
し
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
喪
失
と
な
る
。
そ
の
後
の

ス
ク
ラ
ム
及
び

S/
R
弁
の
開
放
に
は
成
功
す
る
が
再
閉
鎖
に
失
敗
し
，
炉
心
損
傷
に
至
る
シ

ナ
リ
オ

 

2.
01

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

  
建
屋
損
傷

(R
CI

C
健
全

) 
ラ
ン
ダ
ム

_S
RV
再
閉
鎖
失
敗

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
 

 

補足1-72



 

 

表
3-

11
 

PC
VR
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

17
7，
地
震
加
速
度

24
00

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
24

00
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
容
器
（
原
子
炉
冷
却
材
再
循
環
ポ
ン
プ
貫
通
孔
）
が
損
傷
し
，
直
接

炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
49

.0
3%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

  
原
子
炉
冷
却
材
再
循
環
ポ
ン
プ
貫
通
孔

 
2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
容
器
（
蒸
気
乾
燥
器
）
が
損
傷
し
，
直
接
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ

オ
 

19
.3

3%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

  
蒸
気
乾
燥
器

 
3 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
容
器
（
制
御
棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
グ
貫
通
孔
）
が
損
傷
し
，
直
接

炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
17

.3
0%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

  
制
御
棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
グ
貫
通
孔

 
4 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
容
器
（
ノ
ズ
ル
）
が
損
傷
し
，
直
接
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 
11

.8
3%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
ノ
ズ
ル

 
5 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
容
器
（
ブ
ラ
ケ
ッ
ト
類
）
が
損
傷
し
，
直
接
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ

リ
オ

 
1.

57
%

 
地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
ブ
ラ
ケ
ッ
ト
類

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
  

 

補足1-73



 

 

表
3-

12
 

TQ
U

X（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

15
，
地
震
加
速
度

15
0g

al
）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
15

0g
al
に
お
け

る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
及
び
圧
力
制
御
に
は
成
功
す
る
も
の
の
，

L8
誤
信
号
（
ラ
ン
ダ
ム
故
障
）
に
よ
り
高
圧
注
水
機
能
（

H
PC

F
及
び

RC
IC
）
に
失
敗
し
，
更

に
原
子
炉
減
圧
起
動
操
作
に
失
敗
す
る
こ
と
で
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

45
.8

7%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
L-

8
誤
信
号

 
原
子
炉
減
圧
起
動
操
作
失
敗

 
2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
及
び
圧
力
制
御
に
は
成
功
す
る
も
の
の
，

L8
誤
信
号
（
ラ
ン
ダ
ム
故
障
）
に
よ
り
高
圧
注
水
機
能
（

H
PC

F
及
び

RC
IC
）
に
失
敗
し
，
更

に
注
水
不
能
の
認
知
失
敗
に
よ
り
原
子
炉
減
圧
に
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

35
.0

8%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
L-

8
誤
信
号

 
注
水
不
能
認
知
失
敗

 
3 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
及
び
圧
力
制
御
に
は
成
功
す
る
も
の
の
，
水
位

ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ
タ
の

CC
F
に
よ
り
原
子
炉
水
位
低
信
号
に
よ
る
高
圧
注
水
機
能
（

H
PC

F
及

び
RC

IC
）
の
自
動
起
動
に
失
敗
し
，
更
に
注
水
不
能
の
認
知
失
敗
に
よ
り
高
圧
注
水
機
能
の

手
動
起
動
及
び
原
子
炉
減
圧
に
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

9.
91

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
水
位
ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ
タ

CC
F(

3
重

)不
動

+誤
高

 
注
水
不
能
認
知
失
敗

 
4 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
及
び
圧
力
制
御
に
は
成
功
す
る
も
の
の
，
デ
ィ

ジ
タ
ル
系
の

CC
F
に
よ
り
原
子
炉
水
位
低
信
号
に
よ
る
高
圧
注
水
機
能
（

H
PC

F
及
び

RC
IC
）
の
自
動
起
動
に
失
敗
し
，
更
に
注
水
不
能
の
認
知
失
敗
に
よ
り
高
圧
注
水
機
能
の
手

動
起
動
及
び
原
子
炉
減
圧
に
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

4.
64

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
D

TM
廻
り

CC
F 

 
注
水
不
能
認
知
失
敗

 
5 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
及
び
圧
力
制
御
に
は
成
功
す
る
も
の
の
，
デ
ィ

ジ
タ
ル
系
の

CC
F
に
よ
り
高
圧
注
水
機
能
（

H
PC

F
及
び

RC
IC
）
の
起
動
に
失
敗
し
，
更

に
原
子
炉
減
圧
起
動
操
作
に
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

1.
48

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
高
圧
系

EC
CS

 S
LU
廻
り

CC
F 

 
原
子
炉
減
圧
起
動
操
作
失
敗

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
 

 

補足1-74



 

 

表
3-

13
 

TQ
U

V（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

14
，
地
震
加
速
度

13
50

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト
（

1/
2）

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
13

50
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
及
び
圧
力
制
御
に
は
成
功
す
る
も
の
の
，
地
震

に
よ
り

RC
W
熱
交
換
器
が
損
傷
す
る
こ
と
で
注
水
機
能
（

H
PC

F
及
び

LP
FL
）
に
失
敗

す
る
。
ま
た
，
主
蒸
気
系
配
管
が
損
傷
す
る
こ
と
で

RC
IC
ポ
ン
プ
へ
の
蒸
気
供
給
が
不
能

と
な
り

RC
IC
に
つ
い
て
も
機
能
喪
失
す
る
。
更
に
代
替
注
水
の
起
動
操
作
に
失
敗
す
る
こ

と
に
よ
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

22
.1

6%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

  
RC

W
熱
交
換
器

 
格
納
容
器
内
配
管

(主
蒸
気
系

) 
代
替
注
水
起
動
操
作
失
敗

 
2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
及
び
圧
力
制
御
に
は
成
功
す
る
も
の
の
，
地
震

に
よ
り

RC
W
熱
交
換
器
が
損
傷
す
る
こ
と
で
注
水
機
能
（

H
PC

F
及
び

LP
FL
）
に
失
敗

す
る
。
ま
た
，
主
蒸
気
系
配
管
が
損
傷
す
る
こ
と
で

RC
IC
ポ
ン
プ
へ
の
蒸
気
供
給
が
不
能

と
な
り

RC
IC
に
つ
い
て
も
機
能
喪
失
す
る
。
更
に

M
U

W
C
配
管
に
つ
い
て
も
損
傷
す
る

こ
と
で
代
替
注
水
に
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

6.
76

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

  
RC

W
熱
交
換
器

 
格
納
容
器
内
配
管

(主
蒸
気
系

) 
M

U
W

C
配
管

 
3 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
及
び
圧
力
制
御
に
は
成
功
す
る
も
の
の
，
地
震

に
よ
り

RC
W
配
管
が
損
傷
す
る
こ
と
で
注
水
機
能
（

H
PC

F
及
び

LP
FL
）
に
失
敗
す
る
。

ま
た
，
主
蒸
気
系
配
管
が
損
傷
す
る
こ
と
で

RC
IC
ポ
ン
プ
へ
の
蒸
気
供
給
が
不
能
と
な
り

RC
IC
に
つ
い
て
も
機
能
喪
失
す
る
。
更
に
代
替
注
水
の
起
動
操
作
に
失
敗
す
る
こ
と
に
よ
り

炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

6.
09

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

  
RC

W
配
管

 
格
納
容
器
内
配
管

(主
蒸
気
系

) 
代
替
注
水
起
動
操
作
失
敗

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）
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表
3-

13
 

TQ
U

V（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

14
，
地
震
加
速
度

13
50

ga
l）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト
（

2/
2）

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
13

50
ga

lに
お

け
る
寄
与
割
合

 
4 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
及
び
圧
力
制
御
に
は
成
功
す
る
も
の
の
，
地
震

に
よ
り

RC
W
熱
交
換
器
が
損
傷
す
る
こ
と
で
注
水
機
能
（

H
PC

F
及
び

LP
FL
）
に
失
敗

す
る
。
ま
た
，

RC
IC
注
水
ラ
イ
ン
（
給
水
系
配
管
）
が
損
傷
す
る
こ
と
で

RC
IC
が
機
能
喪

失
す
る
。
更
に
代
替
注
水
の
起
動
操
作
に
失
敗
す
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ

オ
 

5.
48

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

  
RC

W
熱
交
換
器

 
格
納
容
器
内
配
管

(給
水
系

) 
代
替
注
水
起
動
操
作
失
敗

 
5 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
ス
ク
ラ
ム
及
び
圧
力
制
御
に
は
成
功
す
る
も
の
の
，
地
震

に
よ
り

RC
W
熱
交
換
器
が
損
傷
す
る
こ
と
で
注
水
機
能
（

H
PC

F
及
び

LP
FL
）
に
失
敗

す
る
。
ま
た

RC
IC
が
機
能
喪
失
（
ラ
ン
ダ
ム
故
障
）
し
，
代
替
注
水
の
起
動
操
作
に
失
敗
す

る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

4.
83

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

  
RC

W
熱
交
換
器

 
RC

IC
独
立
故
障

 
代
替
注
水
起
動
操
作
失
敗

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）

 
  

 

補足1-76



 

 

表
3-

14
 

TC
（
シ
ー
ケ
ン
ス

N
o：

49
，
地
震
加
速
度

15
0g

al
）
に
お
け
る
主
要
な
最
小
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 

順
位

 
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 
説
明

 
15

0g
al
に
お
け

る
寄
与
割
合

 
1 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，
制
御
棒
挿
入
失
敗
（
ラ
ン
ダ
ム
故
障
）
し

AT
W

S
と
な

る
。
そ
の
後

RP
T，

S/
R
弁
の
開
，

H
PC

F
に
よ
る
炉
水
位
制
御
に
成
功
す
る
も
の
の
，

SL
C

の
操
作
に
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

57
.7

6%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
「
特
殊
設
定
」

CR
隣
接

4
本
挿
入
失
敗

 
SL

C
関
連
手
動
操
作
失
敗

 
2 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，

RP
S
及
び

AR
Iの
ラ
ン
ダ
ム
故
障
に
よ
り

AT
W

S
と

な
る
。
そ
の
後

RP
T，

S/
R
弁
の
開
，

H
PC

F
に
よ
る
炉
水
位
制
御
に
成
功
す
る
も
の
の
，

SL
C
の
操
作
に
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

38
.2

1%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
RP

S
故
障

 
AR

I独
立
故
障

 
SL

C
関
連
手
動
操
作
失
敗

 
3 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，

RP
S
の
ラ
ン
ダ
ム
故
障
，
及
び
直
流
電
源
喪
失
に
よ
る

AR
I機
能
喪
失
に
よ
り

AT
W

S
と
な
る
。
そ
の
後

RP
T，

S/
R
弁
の
開
，

H
PC

F
に
よ
る
炉

水
位
制
御
に
成
功
す
る
も
の
の
，

SL
C
の
操
作
に
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

1.
98

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

 
RP

S
故
障

 
12

5V
D

C-
7B

-母
線
故
障

 
SL

C
関
連
手
動
操
作
失
敗

 
4 
地
震
発
生
頻
度

 
地
震
に
よ
り
過
渡
事
象
が
発
生
し
，

RP
S
の
ラ
ン
ダ
ム
故
障
，
及
び
直
流
電
源
喪
失
に
よ
る

AR
I機
能
喪
失
に
よ
り

AT
W

S
と
な
る
。
そ
の
後

RP
T，

S/
R
弁
の
開
，

H
PC

F
に
よ
る
炉

水
位
制
御
に
成
功
す
る
も
の
の
，

SL
C
の
操
作
に
失
敗
し
炉
心
損
傷
に
至
る
シ
ナ
リ
オ

 

1.
98

%
 

地
震
加
速
度
大

(R
/B
下
部
水
平

12
0g

al
*)

  
RP

S
故
障

 
12

5V
D

C-
7A

-母
線
故
障

 
SL

C
関
連
手
動
操
作
失
敗

 
*:

 地
震
加
速
度

12
0g

al
以
上
が
地
震

PR
A
の
評
価
範
囲
（
「
地
震
加
速
度
大
」
信
号
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム
設
定
点
を
目
安
）
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図 1-1 イベントツリー（階層イベントツリー） 
 
 

 
図 1-2 イベントツリー（過渡事象） 

 

地震
地震
加速度
大

建屋・構築物
（地盤変形大）

建屋・構築
物

（格納容器・
圧力容器）

格納容器
バイパス

Excessive
-LOCA

計測・
制御系
直流
電源

建屋間
配管損傷・
建屋一部
損壊

原子炉
補機
冷却系

交流電源
(D/G)

RHR破断
LOCA

FDW又は
MSバイパ
ス破断

外部
電源

No. 最終状態

1 -

2 - 52 図1-2へ

53 - 102 図1-4へ

103 - 107 図1-6へ

108 - 111 図1-7へ

112 - 135 図1-8へ

136 - 159 図1-9へ

160 - 172 図1-10へ

173 TBD

174 CI

175 LOCA

176 BYPASS

177 PCVR

178 RBR

過渡事象 スクラム SRV開
SRV再閉
鎖

CSP HPCF RCIC 減圧 LPFL
代替注水
（MUWC）

RHR
格納容器
ベント

No. 最終状態

2 -

3 -

4 TW

5 -

6 -

7 TW

8 -

9 -

10 TW

11 -

12 -

13 TW

14 TQUV

15 TQUX

16 -

17 -

18 TW

19 -

20 -

21 TW

22 -

23 -

24 TW

25 TQUV

26 TQUX

27 -

28 -

29 TW

30 -

31 -

32 TW

33 -

34 -

35 TW

36 TQUV

37 TQUX

38 -

39 -

40 TW

41 -

42 -

43 TW

44 TQUV

45 TQUX

46 LOCA

47 - 52 図1-3へ

補足1-78



 

 

 
図 1-3 イベントツリー（過渡事象 ATWS） 

 
 

 

図 1-4 イベントツリー（外部電源喪失） 
 
 

過渡事象
ATWS

RPT SRV開 HPCF
反応度制
御

RHR No. 最終状態

47 -

48 TW

49 TC

50 TC

51 TC

52 TC

外部電源
喪失

スクラム SRV開
SRV再閉
鎖

CSP HPCF RCIC 減圧 LPFL
代替注水
（MUWC）

RHR
格納容器
ベント

No. 最終状態

53 -

54 -

55 TW

56 -

57 -

58 TW

59 -

60 -

61 TW

62 -

63 -

64 TW

65 TQUV

66 TQUX

67 -

68 -

69 TW

70 -

71 -

72 TW

73 -

74 -

75 TW

76 TQUV

77 TQUX

78 -

79 -

80 TW

81 -

82 -

83 TW

84 -

85 -

86 TW

87 TQUV

88 TQUX

89 -

90 -

91 TW

92 -

93 -

94 TW

95 TQUV

96 TQUX

97 LOCA

98 - 102 図1-5へ
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図 1-5 イベントツリー（外部電源喪失 ATWS） 
 
 

 
図 1-6 イベントツリー（FDW又はMSバイパス破断） 

 
 

 
図 1-7 イベントツリー（RHR破断 LOCA） 

 
 

 
図 1-8 イベントツリー（全交流電源喪失） 

外部電源
喪失
ATWS

SRV開 HPCF
反応度制
御

RHR No. 最終状態

98 -

99 TW

100 TC

101 TC

102 TC

FDW又は
MSバイパ
ス破断

スクラム HPCF RHR 格納容器ベント No. 最終状態

103 -

104 -

105 TW

106 BYPASS2

107 TC

RHR破断
LOCA

スクラム HPCF 格納容器ベント No. 最終状態

108 -

109 TW

110 LOCA2

111 TC

全交流電
源喪失

スクラム SRV開
SRV再閉
鎖

RCIC
代替電源
（GTG）

代替電源
（電源車）

RCIC延命
措置/CSP
補給

減圧
代替注水
（MUWC）

消防車 RHR
格納容器
ベント

No. 最終状態

112 -

113 -

114 TW

115 -

116 -

117 TW

118 -

119 -

120 TW

121 TB

122 TB

123 -

124 TW

125 -

126 TW

127 -

128 TW

129 TB

130 TB

131 TB

132 TBU

133 TBP

134 LOCA

135 TC
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図 1-9 イベントツリー（最終ヒートシンク及び全交流電源喪失） 

 
 

 
図 1-10 イベントツリー（建屋間配管損傷・建屋一部損壊による LUHS） 

 

最終ヒート
シンク及び
全交流電
源喪失

スクラム SRV開
SRV再閉
鎖

RCIC
代替電源
（GTG）

代替電源
（電源車）

RCIC延命
措置/CSP
補給

減圧
代替注水
（MUWC）

消防車 RHR
格納容器
ベント

No. 最終状態

136 -

137 -

138 TW

139 -

140 -

141 TW

142 -

143 -

144 TW

145 TB

146 TB

147 -

148 TW

149 -

150 TW

151 -

152 TW

153 TB

154 TB

155 TB

156 TBU

157 TBP

158 LOCA

159 TC

建屋間
配管損傷・建
屋一部損壊に
よるLUHS

スクラム SRV開
SRV再閉
鎖

RCIC
代替電源
（GTG）

代替電源
（電源車）

減圧 消防車
格納容器
ベント

No. 最終状態

160 -

161 TW

162 TB

163 TB

164 -

165 TW

166 TB

167 TB

168 TB

169 TBU

170 TBP

171 LOCA

172 TC
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